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駒井知央

内容梗概
　
　移動通信伝搬環境は、伝搬路における距離減衰に加えて、シャドウイングやマルチパ
ス伝搬フェージングが存在する非常に厳しい環境であり、これらの影響により伝送特性
が著しく劣化する。移動通信システムは、このような厳しい移動通信環境において、十
分な伝送品質を確保するための様々な対策を講じる必要がある。特に、電波の受け口で
あるアンテナの高効率化は、移動伝搬環境での伝送品質を改善するために必要不可欠な
要素である。
　本論文では、セル半径が数百m以下と小さい移動通信システムである、マイクロセル
システムにおける基地局アンテナ、および、地上デジタルテレビ放送の移動受信用車載
アンテナに着目し、移動通信環境においてこれらのアンテナの高効率化に関する研究を
行う。
　まず、マイクロセルシステムにおける基地局アンテナとして、棒状のアンテナを 2本
V字形に配したアンテナを提案する。都市内における伝搬環境においては、到来波はマ
ルチパス伝搬により交差偏波成分が多くなっている。一般のコリニアアンテナを２本平
行に立てる従来のマイクロセル基地局アンテナでは、垂直偏波のみを受信するため、交
差偏波成分を効率的に受信することができなかった。一方、本提案では、棒状のアンテ
ナを傾けて配置にすることにより、垂直偏波成分に加えて交差偏波成分も受信可能とな
る。さらに、2本の棒状アンテナをV字形に配置し、2つのアンテナを用いて、ダイバー
シチ受信を行うことにより、受信特性のさらなる改善を図ることができる。この提案ア
ンテナは、従来のコリニアアンテナを平行に配置するアンテナに比べてアンテナを固定
する棒が不要となるため、アンテナコストを削減することが可能である。また、かつ都
市景観にも配意した構成となっている。
　次に、地上デジタルテレビ放送を自動車において移動受信する場合の車載アンテナの
構造を提案する。車載アンテナでは、アンテナサイズや自動車に設置できる位置が厳し
く制限されている。そこで、従来の車載アンテナでは、アンテナサイズおよび設置位置
の制限をクリアするため、自動車のリアウインドウに貼付させる方法が用いられている。
しかし、リアウインドウに通常のモノポールアンテナを貼付するだけでは、車体および、
除霜用熱線の影響により、アンテナ利得が低下し、効率的な受信ができないという問題
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があった。そこで、本研究では、車体と除霜用熱線自体をアンテナとして用いる新しい
リアウインドウ貼り付け形車載アンテナを提案する。提案アンテナにより、水平方向の
広範囲化を図るとともに、高感度化することができる。
　本論文は、以下の５章より構成されている。
　第１章は緒論で、本研究の背景となる移動系アンテナの特徴と課題を述べ、本研究の
目的、意義を明確にする。
　第２章では、マルチパス伝搬における空間相関の一般的理論、及びダイバーシチ構成
による計算方法を述べる。また、アンテナ特性の解析方法を示し､マルチパス伝搬環境下
の基地局アンテナ構成法を述べる。
　そして、マイクロセルシステム系におけるモバイル機器からの電波に対する到来波の
実測特性、及びビル居室内における実測伝搬特性から、使用者の影響や偏波特性を明ら
かにする。
第３章では、マルチパス環境下におけるマイクロセルシステムに適した基地局系アン
テナとして、棒状アンテナである非軸対称アンテナをＶ字形に配置してダイバーシチ構
成にするアンテナについて細部特性を解析する。そして、マルチパス伝搬環境下を想定
したシミュレーションにより、ダイバーシチ利得を改善できることを示す。
第４章では、もう一つの研究として、地上デジタルテレビ放送を乗用車内で受信する
ための車載アンテナに関し、車体に突起物を取り付けない方法として、リアウインドウ
に貼付するアンテナについて、車体構造やリアウインドウの構成を考慮してアンテナ構
成方法を考察する。そして、そのアンテナ構成法に対して放射指向特性等を解析して、除
霜用熱線を活用する方法が放射指向特性上有効であることを示す。路上における実特性
を測定して、その解析の妥当性を検証する。
第５章は結論で、本研究で得られた成果について総括する。

キーワードキーワードキーワードキーワードキーワード
　マルチパス伝搬　　コリニアアンテナ　　マイクロセル　　ダイバーシチ　　リアウ
インドウ　　非軸対称アンテナ　　基地局　　交差偏波　　地上デジタルテレビ　　乗
用車　　熱線　　八木宇田アレー　モーメント法
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 Abstract

In mobile communication environment, the received signal is attenuated due to
shadowing and multipath fading in addition to path-loss in mobile propagation. In
order to ensure the transmission quality, the mobile communication system requires
various kinds of technique to combat shadowing and multipath fading. Among these
techniques, an antenna is one of the key components for improving the transmission
performance.

 This paper deals with the efficient antenna for mobile communication systems. In
the following, this paper focuses on two systems; one is a base station antenna for
micro-cell system, whose cell size is a several hundred meters, and the other is a
vehicle antenna for mobile reception of digital terrestrial television broadcasting.   First
of all, this paper proposes a V-shaped antenna, which is composed of two collinear
array antennas. In urban area, cross-polarization component arises due to multipath
propagation. The conventional diversity antenna, which is composed of two vertically
aligned parallel collinear array antennas, is not efficient because it can not make use
of cross-polarization component. In order to improve the gain of the diversity antenna,
this paper proposes a V-shaped diversity antenna as a base-station antenna of micro-
cell system. Each of two diversity antenna elements, which are composed of collinear
array, is slightly tilted in order to make efficient use of cross-polarization component.
The field test shows that the proposed diversity antenna gives extra diversity gain
against the conventional one. Since the proposed antenna does not require horizontal
support beam for supporting two collinear antenna elements. It is cost-effective. Fur-
thermore, its style matches a cityscape.

This paper then introduces the efficient antenna attached to the rear window of a
car for mobile reception of digital terrestrial television broadcasting. Since the size
and place of the antenna to be attached onto the vehicle are strictly limited, conven-
tional antenna is usually attached onto the rear window. However, the heat-wire,
which is also placed onto the rear window, decreases the antenna gain as well as the
body of the car. In order to solve this problem, the proposed antenna makes efficient
use of heat-wire as a reflector element. The proposed antenna improves the direc-

ⅲ

1:Doctor’s Thesis, NAIST-IS-DT0361206, Department of Information Systems, Graduate School
of Information Science,Nara Institute of Science and Technology,
January 20,2005



tional gain toward the horizontal direction.

    The thesis is organized as follows.
    Chapter 1 introduces technical requirements and problems of antennas for mobile
communication systems in order to clarify the objective of our study.
    Chapter 2 derives the space-domain fading correlation characteristics in multipath
propagation environment for evaluating the performance of the diversity antenna
proposed in the following chapters. The analysis method of the antenna characteristic
is shown. And the measured receiving characteristic propagated from a handheld PC
is shown.
    In Chapter 3, I will propose a V-shaped diversity antenna for a base-station an-
tenna of the micro-cell system. Computer simulation shows that the proposed V-shaped
antenna gives extra diversity gain against the conventional one in multipath fading
environment.
    Chapter 4 introduces a rear window attached antenna for mobile reception of digi-
tal terrestrial television broadcasting.  Computer simulation and field test show that
the proposed antenna improves the directivity gain toward the horizontal direction.
    Chapter 5 is the concluding remarks.

Key wordKey wordKey wordKey wordKey word
  Multipass,  Antenna,  Collinear,  Micro-cell,  Cross-polarization,  Diversity,
Rear window,  Digital terrestrial television,  Heat wire,  Yagi-Uda array.
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第１章　　緒　論第１章　　緒　論第１章　　緒　論第１章　　緒　論第１章　　緒　論

1.11.11.11.11.1　本研究の背景　本研究の背景　本研究の背景　本研究の背景　本研究の背景

1.1.1　移動体通信の発展
　移動通信サービスの発達過程で、無線呼出し方式（ポケットベル）は移動通信の基礎
技術の開発・定着化には大きく貢献したが、それは１方向の通信方式であった。双方向
の通信としては内航船舶用の無線電話もサービスされていたが、一般の人の目によく触
れるようになった双方向の移動通信としては、800MHz 帯を使用した自動車電話からで
ある。当初の自動車電話ではその使用料が廉価でなかったことから、広く普及するまで
には至らなかった。その移動通信ネットワークをそのまま使用した携帯電話も提供され
たが、その筐体は初期のものでは相当大きかったこと（500cc,750g）から普及には弾み
が付かなかった[1]。
　電気通信サービスは従来レンタル方式の概念であり、初期の移動通信サービスも機器
はレンタルであった。しかし、移動端末機器を売り切り制にすることにして、小形軽量
な携帯電話機が市場に供給された時点から普及に弾みがつき、携帯電話サービスの利用
者は増加の一途をたどることになった。
　一方、家庭用の固定電話でもレンタル制から売り切り制になったとき、新たな固定電
話機としては付加機能としてコードレス電話の機能が付けられた電話機が普及し始めた
（アナログ方式）。その後、家庭内のコードレス電話をそのまま屋外に持ち出して通話で
きるようにする通信のシームレス化、パーソナル化が推進されることになり、ネットワー
ク通信サービスとしてＰＨＳサービスが開始された[2]。
　このＰＨＳシステムは端末機としては、コードレス方式と共用を図ることにして無線
局の対象外としたため、送信出力を高くできず、また信号帯域が広いため所要ＣＮが大
きくなり、１基地局あたりのサービスエリアを広くはしにくい方式であった。そのた
め、エリア確保、品質向上を図るため種々の技術的努力がなされた。なお、このＰＨＳ
端末は小形軽量化を実現させたので、それ以降の携帯電話は競って軽量化されるように
なった。
ＰＨＳがある程度普及した頃、携帯電話の小型化と品質向上対策が各種図られたこと、
携帯メールやインタネット接続の機能を持たせた携帯電話が普及するに至ったことか
ら、ＰＨＳの利用者は減少しはじめた。
　携帯電話の利用者が増加して800MHz帯の周波数が逼迫してきた。800MHz 帯での増波
が困難であること、新規サービスを提供できるようにするためには、広帯域伝送も可能
な移動通信方式も必要であることから、新たに2GHz帯を使う携帯電話方式も導入され、
サービスとして提供されるようになった[3]。そして、携帯電話でも情報伝送速度がkbps
単位から、Mbps単位となってきたのである。
　すなわち、通信の最も一般的な形態が、携帯電話になってしまったのである。
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1.1.2　移動系アンテナの特徴と課題
　移動系アンテナとは、固定した位置で定常的に電波を送受信する無線局ではなく、位
置を特定せず専ら移動する無線局に取り付けられるアンテナ、及びそのアンテナに対し
て無線通信を行う基地局系アンテナをここでは指すことにする。
　その最も特徴とすることは、到来する電波は定まった経路の電波ではなく、回折波、
反射波、散乱波等の合成された多重波、いわゆるマルチパス伝搬環境のもとで電波を効
率的に送受信できるようにすることである[4][5]。
　このうち基地局系については、一般的には広い範囲からの電波を受信できるようにす
るために水平面内では無指向性にすることがある。しかし、種々の移動通信方式があ
り、その方式のサービスエリアを構成する方法や使用する無線周波数により、アンテナ
に求められる特性は異なってくる。ただ、基地局系アンテナとしての最も必要な条件
は、移動する無線局に取り付けられるアンテナ（以降移動体アンテナと記述）は大きく
できないのでアンテナ利得は高効率にはできず、そのため対向する基地局系のアンテナ
は高効率化する必要があることである。この方法としては、移動通信方式ではアンテナ
素子を多段に配置してアレーアンテナ構成にすることが一般的には用いられる[6]。
　また、移動通信方式ではそれぞれのサービスで使用できる周波数の範囲が限られてい
るため、繰り返し使用することにより、電波の使用効率を高めなければならない。この
ことは逆にアンテナ設置位置の条件を考慮して、周波数の繰り返しが行い易いように、干
渉に対する耐力も必要とする場合があることである。
一方、マルチパス環境下では受信される電波は瞬時瞬時大きな変動をすることから、
その安定化は不可欠である。そのための最も一般的な方法としては、アンテナを複数系
統配置して、それぞれのアンテナで受信される信号を合成して信号の劣化を改善するダ
イバーシチ方式が採用されることである。この場合でも、到来波の伝搬状況を考慮して
改善度を向上させることが通信品質改善を図るためには非常に重要である。
特に、１基地局当たりのサービスエリア（セル）の小さな移動通信方式（マイクロセ
ルシステム）でサービスする方式では、多数のアンテナを各地各場所に設置することに
なるため、アンテナそのものの簡略化、経済化、そして高効率化が求められるのである。
　　移動体アンテナについては、その周波数、筐体の形状、あるいはアンテナを取り付
ける場所により、アンテナの形状は区々となる。携帯電話機では筐体に線条を突き出さ
せるホイップアンテナ、と筐体に平板を付けた逆Ｆ形アンテナを使う場合が多い[7]。
　乗用車に取り付けるアンテナとしては、自動車電話用アンテナとして１本の棒状アン
テナではあるが、内部にはスリーブアンテナが上下２段に配置されたアンテナや、ホイッ
プアンテナを水平方向に２本配置したアンテナが用いられてきた。
　放送波受信用としては、車体から線条を突き出すホイップアンテナや、リアウインド
ウに線条アンテナを貼付した形態のものが多い。ただ、放送波ではその周波数が種々あ
ること、車体が金属であるため、アンテナの特性に車体位置が大きく関連すること、加
えて、乗用車では車体に突起物を付けない傾向であるため、新たなテレビ放送波受信の
ためにはさりげなく取り付けられる高効率なアンテナが要望されるのである。なお、乗
用車のリアウインドウについては除霜用熱線があるため、その影響が非常に大きい事等
の問題がある。
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1 . 21 . 21 . 21 . 21 . 2　本研究の目的と意義　本研究の目的と意義　本研究の目的と意義　本研究の目的と意義　本研究の目的と意義
　移動通信系に関してはいろいろの条件下で使用されることから、可能な限り通信でき
るように方式構成上の各部分で効率化を図るようにしている。この内、最も移動通信系
の本質となる基地局～移動体間の電波伝搬に関しては、安定的に受信できることはほと
んど無いため、電波信号としての安定的受信可能化は常に重要なテーマである。移動体
に関する電波については、地形地物による回折波や散乱波、建物等による反射波が多数
存在する状況で使用されるのであり、基地局等から直接到来する電波を定常的に受信す
ることは期待できないのである。
　このような電波環境下の道路上を自動車で移動した場合には、瞬時瞬時においては受
信電界が激しい変動をすることになる。かつ、都市構造と、自動車の走行方向性により
受信しやすい方向であったり、しにくい方向になったりするため、位置的にも電界が大
きく変動することになり、自動車内で安定的に受信できるようにするためには、種々の
工夫が必要である。
一方、最近の移動通信における利用形態としては、特に携帯電話等では屋内利用が多
く、その場合電波は建物内天井・床等で多重反射し、また什器類での散乱もあることか
ら、マルチパス伝搬環境そのものになっているのである。マイクロセルシステムにおけ
る移動端末の利用状況に対して、その通信品質を改善させるためには、対向する基地局
でマルチパス伝搬を考慮した効率的受信ができるようにすることが非常に有意である。
そこで本研究では、マルチパス伝搬環境下での２GHz帯における伝搬特性の調査から、
偏波に関する特性を解明し、マイクロセルシステムにおける基地局で使用するアンテナの
特性効率化を図ることを目的とし、一方法として伝搬特性を有効に活用したＶ字形ダイ
バーシチアンテナを提案する。そして、その設計方法、特性、有効性を明らかにする[8]
[9][10]。
　さらに本研究のもう１つの目的は、マルチパス伝搬環境下を走行する乗用車において、
最近サービスが開始された地上デジタルテレビ放送を効率的に受信できるようにするこ
とを目的として、車載用アンテナとしてリアウインドウ貼付型ダイバーシチアンテナを
提案し、その特性を定量的に解明する[11]。
これらマルチパス環境下の電波伝搬特性を考慮した受信特性改善のためのアンテナ系研
究は、移動通信等の移動体電波利用サービスでは非常に有効なことであり、サービス提
供においては考慮に値することである。

1.31.31.31.31.3　本研究の概要　本研究の概要　本研究の概要　本研究の概要　本研究の概要
　本論文は、著者が行ってきたマルチパス伝搬環境下での、電波伝搬特性解明及びアン
テナ特性解析に関する一連の研究をまとめたもので、第１章の緒論、第２章から第４章
までの本論、及び第５章の結論で構成している。
　第１章「緒論」では、研究の背景として、先ず移動体に関する通信の発展過程を述べる。
そして、移動体にかかる電波伝搬状況から、移動体サービスで使用されるアンテナに関す
る課題について述べ、、これらの分野における本研究の位置づけ及び目的を明らかにする。
　第２章「マルチパス環境下における電波伝搬とアンテナ技術」では、先ず、マルチパ
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ス伝搬における理論的特性を明らかにするとともに、移動系アンテナにおける特性解析
方法、及びアンテナ特性計算例や、具体的アンテナ構成を説明する。
　続いて、都市内及びビル内における電波伝搬特性測定結果から、マルチパス環境下で
の伝搬特性を検証する。
　第３章「Ｖ字形ダイバーシチアンテナに関する研究」では、Ｖ字形ダイバーシチアンテ
ナについて、その構造、設計法を示し、実特性からその効果を検証し、マルチパス環境
下では効果的な特性を有することを示す。
　加えて、地形として広い傾斜地にマイクロセルシステムを導入する場合の最適アンテ
ナ構成を提案し、その設計法、及び実際の特性からその有効性を検証する。
　また、同様なシステムにおけるアンテナをビルに設置した場合について、ビル直下の
特性を改善するためのアンテナ構成法を提案して解析し、その実特性から有効性を検証
する。
　第４章「乗用車用地上デジタルテレビ受信系アンテナに関する研究」では、乗用車で
地上デジタルテレビ放送を受信するアンテナに関して、車体に突起物を付けないために
リアウインドウのガラスに貼付する形式のアンテナを除霜用熱線の存在を考慮した上で
提案し、その構成方法を示す。そして、実際の車体に取り付けた場合の特性を示して、
その妥当性を検証する。
　第５章「結論」では、本研究のまとめと今後の技術的な展望を述べる。

　この研究の結果は、移動体の無線システムに関して、そのアンテナ系の研究開発に大き
く貢献するものと考えられる。
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第２章　マルチパス環境下における電波伝搬とアンテナ技術第２章　マルチパス環境下における電波伝搬とアンテナ技術第２章　マルチパス環境下における電波伝搬とアンテナ技術第２章　マルチパス環境下における電波伝搬とアンテナ技術第２章　マルチパス環境下における電波伝搬とアンテナ技術

２２２２２ ..... １　まえがき１　まえがき１　まえがき１　まえがき１　まえがき
　移動通信サービスが普及し始めた時代の使用周波数帯はＶＨＦ帯からＵＨＦ帯の低域
であった。また、この周波数帯を使うサービスとしては、広いサービスエリアを対象と
して、基地局のアンテナ高は高くし、無線機の電波出力も高出力にしていた（大ゾーン
構成）。しかし、自動車電話では多数の利用者へのサービスを考慮したので、周波数帯
域として移動通信にとって使いやすいＵＨＦ帯低域の周波数帯には帯域確保ができな
かったことから、周波数としては高い１GHz前後の周波数帯を使うことになり、１無線
局としてサービスできる範囲も狭くなった（小ゾーン構成　個々のゾーンをセルと呼
称）。携帯電話のサービスでは、携帯電話に内蔵させる電池の容量や、人間の頭部への
影響を抑制させるため、携帯電話機送信の電波を強くできないことから、個々の無線局
がサービスできる範囲は更に狭くなった（極小ゾーン、マイクロセル．基地局からの距
離として数 100m以下）[12]。
　自動車電話のサービスでは、自動車が道路上にあることからサービスエリアとして
は道路を対象とした構成にしていた。しかし、携帯電話になると、それを携行する人
は建物内にも入ることから、移動しながらの通信というより、通信用電線の無いどこ
でも通信できる小型無線電話機となり、そのサービスエリアは建物内も想定せざるを
得なくなってきた。携帯情報端末も普及して場所を選ばず通信できることが要請され
るようになってきている。すなわち、今の移動通信では単に音声通信にとどまらず、
パソコンや携帯情報端末に無線通信機器や携帯電話機を接続して、どこからでもイン
タネット通信が行われるようになっている。
　無線通信としては種々の周波数帯があり様々な利用形態があるが、無線局数として
見た場合、その大半が携帯電話等に関連しており、利用者の極めて身近なところでの
通信に使用されているのである。
　したがって、携帯電話を主流とする現在の移動通信サービスでは、建物内のある程度
の範囲までサービス提供をできるようにする必要があるのである。しかし、建物内への
電波の侵入、あるいは建物内における階層を越えた伝搬では、その伝搬損失が大きい。
特に使用する周波数として、従来は固定マイクロ波通信用として使用していた電波を移
動通信でも使用するようになってきたことから、その伝搬特性を把握した上での方式設
計等が不可欠である。また、ユビキタス社会においては、通信用電線の無い屋内通信も
想定されているので、屋内における伝搬特性の把握も必要である。
　以上のような状況のもとでは、電波伝搬の特性は従来の直接波と地上反射波の２波
でその振る舞いを論じること（２波モデル）はできず、建物壁面、地形地物に加えて、
建物内天井・床・什器類等による反射波、散乱波の合成された状態のマルチパス伝搬
した多重波として扱う必要がある。
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　また、無線通信の最も基本となるアンテナについては、セルが小さくなっていること
からアンテナを設置できる条件も制限があり、大掛かりなアンテナ構成は利用できず、
経済的で簡単な構成のアンテナが必要になっている。
　そこで本章では、マルチパス環境下における高域ＵＨＦ帯における電波伝搬について
検証するとともに、そのような環境下で使用するアンテナについて説明する。
　そのために、2.2 節ではマルチパス伝搬理論に関して、電界分布及び空間相関を論
じ、その対策としてのダイバーシチ方式を説明する。
　2.3節では移動系アンテナの特性について、アンテナ解析方法を説明し、その計算結
果としてアレーアンテナの定数と指向特性の関連を論じるとともに、ダイポールアンテ
ナに線条が近接した場合の特性を解析する。加えて、マルチパス環境下の基地局用アン
テナについてその構成と特性を説明する。
　2.4節ではモバイル機器等からの到来波偏波特性について、実測特性をもとにマルチ
パスの実態を明らかにする。
　2.5節ではビル内における電波伝搬特性を、携帯情報機器等送信電波の到来波偏波特
性として明確にするとともに、ＵＨＦ伝搬距離特性の特徴を明らかにする。
　2.6 節は結びである。
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２２２２２ ..... ２　マルチパス伝搬理論２　マルチパス伝搬理論２　マルチパス伝搬理論２　マルチパス伝搬理論２　マルチパス伝搬理論

2.2.1 2.2.1 2.2.1 2.2.1 2.2.1 マルチパス伝搬のモデルマルチパス伝搬のモデルマルチパス伝搬のモデルマルチパス伝搬のモデルマルチパス伝搬のモデル
　移動通信や携帯型テレビを見る場合、移動通信基地局からの電波やＴＶ送信所からの
電波が直接受信できることは少なく、場所の依存性が非常に大きいものである。また、送
信アンテナからの電波は大地の反射波や、周辺建物による散乱波や回折波が合成されて
受信される場合が殆んどである。この場合、それぞれの電波の伝搬して来る経路は区々
であるので、このような伝搬モードを多重波伝搬、あるいはマルチパス伝搬と呼んでい
る。この模様を模式的に示したものを図2-1に示す。
　自由空間を直接伝搬してきた電波に比して、各パスの電波は到来する角度が異なるこ
と、遅延があること、加えて受信点が移動している場合はドップラ効果により、周波数
も推移することになる。すなわち、マルチパス伝搬後においては、時間領域、空間領域、
周波数領域に対応する量の広がりを伴うことになり、これは信号の振幅や位相の時間的
変動や、場所的な変化となって現れる。時間領域（周波数領域）の変動はフェージング
と言われており、一方、空間領域における位置変化は定在波となって現れ、受信点の場
所的な移動は時間的変化と類似な変化をすることになる。
　このように電波の伝搬特性は、変動現象となって現れるため、その性質を表すために
は統計的に把握し、現象を確率過程で表すモデルとして示すことになる。マイクロ波通
信では直接波と大地反射波の２波を扱うモデルがよく使用されるが、移動通信等のマル
チパス環境では複数の電波が合成された状態を表すレイリーフェージングモデルが用い
られる。直接波が受信され、かつマルチパス伝搬の環境になる場合は、振幅分布が仲上
ライス分布で近似されることから、仲上ライスフェージングモデルとして扱われている
[4][5][13][14]。

(1) レイリーフェージングモデル
　同一の送信点からの電波が図2-1に示されるような多数の散乱波、回折波となって受信

図2-1　移動通信系の伝搬経路図
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される環境にある場合、受信電界強度 e(t) は次式で表せる[15]。
　　　　　　　           　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-1)
　ここで、受信点がこの環境の中を速度νで移動するとした場合は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-1a)

　又、Nは合成される散乱波の数、fc (=c/λ； c:光速）は搬送周波数、rnは素波nの振幅、
φn0は初期位相、θnは到来角度、λは波長であり、Re[ ]は複素数の実数部である。
　式(2-1)は形式的に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-2)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-2a)
と表される。　ここで
　　　　x=rcosφ,  y=rsinφ 　　　　　　　　　   (2-3)

　Nが十分大きいこと、到来角のランダム性によりφnは異なるnに対して独立であること
を考慮すると、ｘ,yの確率密度関数 fx,fy は平均値０、標準偏差σの正規分布N (0,σ)
となる。xと yの変動は独立であるので、確率密度関数 fxy(x,y)は fx fy の積となり、
ｒとφの結合確率密度関数 frφ(r,φ)を求めると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-4)

となる。この式(2-4)から振幅ｒ、位相φの確率密度関数 fr(r),fφ(φ)はそれぞれ、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（レイリー分布）(2-5)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一様分布）　　(2-6)

となる。
　振幅の分布がレイリー分布になることから、このような変動現象をレイリーフェージ
ングと呼称している。式(2-5)(2-6)は、支配的な直接波が存在しない図2-1のような移動
通信における電波伝搬特性の確率を表す式である。

(2) 仲上ライスフェージングモデル
　送受信のアンテナ間が見通せる場合には、周辺建物等による散乱波、回折波に加えて、
直接波が受信される。このような、定常波と多重波の合成された環境下での変動現象は
仲上ライスフェージングと呼ばれ、見通しのある伝搬路でのフェージングモデルとして
使用される[16]。　この分布はレイリーフェージングを汎用化できるモデルで、その概

         N
e(t)= Re[∑ rn(t)exp{j(2πfct +φn)}]         n=1

            r         r 2
frφ(r,φ)=     exp(-    )          2πσ2     2σ2

         2π             r      r2
fr(r)=∫frφ(r,φ)dφ=   exp(-    )        0              σ2     2σ2

     2πνt cosθnφn=              +φn0          λ

e(t)= r(t)cos{2πfct+φ(t)}

         ∞              1
fφ(φ)=∫frφ(r,φ)dr =        0               2π

= x(t)cos(2πfct)-y(t)sin(2πfct)
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図2-2 仲上ライスフェージング環境

念を図2-2に示す。
　すなわち、振幅ａの直接波に、ｒ’のレイリー
分布をする多重波が合成された場合の特性を表
すことになる。レイリー分布との違いは定常波
成分の振幅ａだけずれた特性であり、定常波の
強さが０であれば、レイリー分布になる。
　x 成分が振幅ａずれているので
　
　　　 fx=N (a,σ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-7)
　この場合のｒとφの結合確率密度関数
 frφ(r,φ)は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-8)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
となり、振幅ｒ、位相φの確率密度関数 fr(r),fφ(φ)はそれぞれ、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-9)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-10)

         2π             r      a2+r 2     ar
fr(r)=∫frφ(r,φ)dφ =   exp(-      )I0(   )        0              σ2      2σ2        σ2

            r         a2- 2ar cosφ +r2
frφ(r,φ)=       exp(-           　　    )          2πσ2            2σ2

図2-3 仲上ライス分布累積確率特性（s=1の場合はレイリー分布）[17]

         1      (x-a )2
fx(x)=     exp(-      )      √2πσ      2σ2

         ∞              1
fφ(φ)=∫frφ(r,φ)dr =        0               2π

    1       a2        π a cosφ    a2cos 2φ         a cosφ
  =   exp(-    )[1+          exp(      ){1+erf( 　　 )}
   2π     2σ2         2   σ2        2σ2             2σ
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となる。ここで、I0 は第１種変形ベッセル関数である。
　仲上ライス分布を図2-3に示す。ここで、sは直接波と多重波の振幅の割合を示し、
s =1 の場合は直接波が無い場合で、この時の特性がレイリー分布に成る。

2.2.2 マルチパス伝搬における空間相関
　複素空間相関ρr(Δx)は位置の変位による散乱波の位相変化を考慮して、角度空間上を
プロファイルで重み付け積分して求められる[18]。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-11)

ここでΩs(θ)は散乱波のプロファイルで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-12)

　　 Ωs(θ)= <h*(θ).h(θ)> 　　　　　　　　　　　　　 　　　 (2-13)

　h(θ)はマルチパス伝搬路のインパルス応答で、個々のパスi（散乱波i）の位相量をθi、
搬送周波数における複素振幅をri、δ( )はデルタ関数である。< > は空間での平均値
を、また*は共役を意味する。　また、　

　　Pr =∫0
2π
Ωs(θ)dθ　         (2-14)

は散乱波の合成電力を表す。
　ここで、空間相関を求めるための位置関係外面図を図2-4に示す。図においてｘ軸を基
準軸として直接波がある場合にはこの方向を想定し、θbは基準軸からの空間移動方向の
角度を、マルチパス波Ωs(θ)は原点方向に集まると考える。また、kは搬送波の波数
(2π /λ)である。

(1)レイリーフェージング環境（一様分布）
　移動通信のレイリーフェージング環境におい
て、角度プロファイルが一様分布するとした場
合　そのプロファイルΩs(θ)は

　　　　　　　　　　　　　  (2-15)

である。複素空間相関を式（2-11）から求める
と

　　　ρA(Δx)=|J0(kΔx)|2      (2-16)

となる。J0( )は０次ベッセル関数である。

　　　　　　exp(-jkΔx cosθb )∫0
2π
Ωs(θ)exp{jkΔx cos(θ -θb)}dθ

  ρr(Δx)=                                   Pr

         ∞
h(θ ,t)=∑ri(t)δ(θ -θi)
　　　　i=1

　　　　　PrΩs(θ)=　
　　　　 2π

図2-4 空間相関計算に関する座標系
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この特性が図2-5 で、散乱波が360°にわたり一様分布であるとみなせる場合には、相関
係数が0.5以下になるのは距離が0.18波長となり、半波長に比して短いことが分かる。
この分布は移動端末機の使用環境を表すモデルになる。

(2)レイリーフェージング環境（正規分布）
　レイリーフェージング環境の角度プロファイルが一様分布ではなく、ある角度方向を
中心に正規分布するとした場合は、相関係数に差異が表れる。
　そのプロファイルΩs(θ)は

　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-17)

となる。複素空間相関は　

　　　ρA(Δx)= exp[-{kσθΔx sin(θ0-θb)}2]　 　　　　　 (2-18)
　　　
となり、その特性を図2-6 に示す。図2-6 は到来する方向(θ0-θb)が 90°であるとし
た場合であるが、広がりを５°の場合でも、相関係数が0.5以下になるためには、２波長
以上離れなければならないことになる。すなわち、一様分布でなく、ある方向で正規分
布しているとすると、相関を少なくするためには、前項の場合に比して１桁以上の離隔
が必要になることを表している。

(3) 仲上ライスフェージング環境

　平均多重波電力と直接波電力の比をs 2 (=PR /PD )　として、一様分布であるとした場
合は

図2-5 レイリーフェージングの空間相関特性（角度プロファイルは一様分布）

　　　　　PR           (θ -θ0)2Ωs(θ)=       exp{-         }
        √2πσθ　　   2σθ

2
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となり、その傾向を示したグラフが図2-7 で、太線は直接波方向が直角な方向、細線が
直接波と同方向の場合を示している。図2-2に近い特性ではあるが、相関係数が0.5以下
となる間隔は同方向で0.14λ、直交方向で0.24λとなり、その方向により差異が出るこ
とがわかる[19]。

           2J0(kΔx)cos(kΔx cosθb)+s 2|J0(kΔx)|2ρA(Δx)=
                         2+s 2

図 2-6 レイリーフェージングの空間相関特性（一部方向の正規分布）

図2-7 仲上ライスフェージングの空間相関特性

　　(2-19)
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2.2.32.2.32.2.32.2.32.2.3　ダイバーシチ方式　ダイバーシチ方式　ダイバーシチ方式　ダイバーシチ方式　ダイバーシチ方式
　マルチパス伝搬路においては前述のとおり、受信される電波ははランダムな変動をす
る。この変動による通信品質等の劣化を軽減するために、２系統以上の受信（送信）系
を組み合わせるダイバーシチ方式がよく用いられる[20]。
　この複数の系統として、空間的位置の差異による方法、直交する偏波を用いる方法、ア
ンテナの角度差を活用する方法がある。また、到来する時間差を活用して安定化を図る
方法もある。
　マイクロ波を用いた通信ではアンテナ指向特性の角度差を利用する方法もあるが、移
動通信等ではアンテナの位置を異ならせて受信する方法が一般的である。本研究では、
偏波の差を活用する方法が有効であることを2.4 節以降で示すものである。
　ところで、複数の受信系に対して合成受信する方法としては、①選択合成、②等利得
合成、及び③最大比合成の各方法が基本的な方法である[21]。各方法の概念的な構成を
示したものが図2-8である。
　選択合成方法では複数のフェージング波の内で最も包絡線電力の高いもののみを受信
を受信する方法である。
　等利得合成法は、各フェージング波の位相を同相に合わせるとともに、重み付けとし
て各波で等しく合成させる方法である。
　最大比合成法は、ＣＮＲが低いフェージング波は寄与を少なくし、包絡線電力の大き
な波は大きく寄与させて合成させる方法で、フェージング波の包絡線電力に比例した重
み付けをしており、この方法がＣＮＲが最大になる。
　レイリーフェージング環境下におけるダイバーシチ受信後のＣＮＲの比較を以下で行

図2-8 合成受信方式概念図

包絡線比較

受信機１

受信機ｎ
切替器

位相検出

移相器φ１

合成器移相器φn

位相検出 ∑ 受信機

位相検出

移相器φ

移相器φ

位相検出 合成器

∑ 受信機

包絡線検出

包絡線検出

増幅器

増幅器

(a) 選択合成方法

(b) 等利得合成方式

(c) 最大比合成方式

包絡線比較

受信機１

受信機ｎ
切替器

包絡線比較包絡線比較

受信機１受信機１

受信機ｎ受信機ｎ
切替器

位相検出

移相器φ１

合成器移相器φn

位相検出 ∑ 受信機

位相検出

移相器φ１

合成器移相器φn

位相検出 ∑ 受信機

位相検出

移相器φ

移相器φ

位相検出 合成器

∑ 受信機

包絡線検出

包絡線検出

増幅器

増幅器

位相検出

移相器φ

移相器φ

位相検出 合成器

∑ 受信機受信機

包絡線検出包絡線検出

包絡線検出包絡線検出

増幅器増幅器

増幅器増幅器

(a) 選択合成方法

(b) 等利得合成方式

(c) 最大比合成方式
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う。
　各受信系の雑音電力が等しくN であるとする。m番目（m =1,2,...,M )の受信波包絡
線がRmのときのＣＮＲ γmは次式となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-20)

(1) 選択合成方法
　M 個の受信系のうちで最大のＣＮＲとなる受信系が選択されるので、合成受信後の
ＣＮＲ γは

　　　　γ= max(γ1,γ2,...,γM)　　選択　　　(2-21)

(2) 等利得合成法
　複数の受信波の位相が同一になっているので合成受信後の包絡線電圧は
となる。一方、雑音は各受信系で独立であるので、合成後の雑音電力は電力合成されて
M 倍となり、M .N となる。したがってＣＮＲは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等利得　(2-22)

(3) 最大比合成法
　複数受信波の位相は同一で、包絡線の大きさに比例して重み付けされるため、合成後
の包絡線電力は　　　　となる。これに対して、合成後の雑音電力は
ＣＮＲは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最大比　　(2-23)

　レイリーフェージング環境下におけるＣＮＲγの累積分布関数は Pr は、

　　　　　　　　　　　　(1-e-x/Γ)M　　　　　　　　　　　選択　　

　　　　 Pr [γ≦x]= 　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-24)

　　　　　　　　　　　 1-e-x/Γ　　　　　　　　　　最大比
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[20]
　ここで、Γは単一受信の平均ＣＮＲであり、b0 を単一受信での平均受信電力とすると
Γ=b 0/ N である。
　これらの式を元に、累積分布の計算例を図2-9に示す。受信系の数を増やせば、合成
受信により大きく改善できることがわかる。また、受信系数が同じである時、最大比合
成受信が改善の効果が高い。
　一般的な２系統の受信系の場合では、累積確率が１％以下となる確率は、単一受信で

　　 Rm
2

γm =
　　 2N

　M
∑R mm =1

　M
∑ R m

2

m =1

　 M
N .∑Rm

2
 　m =1

M-1
∑(x/Γ )m／m!
m =0

{

                    M
                  (∑√γm)2    1   M   R m      m=1γ =  ( ∑     )2=    M   m =1 √2N        M

     M  Rm
2   M

γ = ∑　　= ∑γm    m =1 2N   m =1
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は -20dB、であるのに対して、選択合成受信の場合では、-10dB、等利得合成受信の場合
では-９dB、最大比合成受信では-8.3dBである。
　２系統の受信系では、選択合成受信と最大比合成受信での差は約２dBである。最大比
合成受信のほうが効果は高いが、構成を簡単にするためには選択合成受信でも相当の効
果があることがわかる。

図2-9 ダイバーシチ方式によるＣＮＲ累積分布[13]
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２２２２２ ..... ３　移動系アンテナの特性と構成３　移動系アンテナの特性と構成３　移動系アンテナの特性と構成３　移動系アンテナの特性と構成３　移動系アンテナの特性と構成

2.3.12.3.12.3.12.3.12.3.1　アンテナ解析方法　アンテナ解析方法　アンテナ解析方法　アンテナ解析方法　アンテナ解析方法
　アンテナの研究を行う場合、想定した構造においてそのアンテナ特性がどのようにな
るかを正確に把握できることが非常に重要である。種々の解析方法ああるが、パソコン
等の処理能力が飛躍的に向上したことから、手元でも各種アンテナ特性の検討が簡単に
できるようになってきた。ここでは、それら計算方法のうちモーメント法と有限差分時
間領域法について基本的な特徴を述べる[6][22]。

(1) モーメント法
　アンテナに流れる電流分布について、アンテナを構成する導線を微小な線分に分割
し、その線分に流れる電流を展開関数と未定定数との積で表現し、重み関数を掛け積分
して、積分方程式を微小線分電流の未知数とする連立1次方程式として解を求める方法で
ある[23][24]。
　導体素子の半径方向は波長に比し十分小さく、電流はすべてアンテナの軸方向に流
れ、素子端では電流がゼロになると仮定す
る。この状況を展開関数、重み関数の関係も
含めて、図2-10に示す。
　素子上の点z における電流 I(z) を次式
とする。

　　　 　　　　　　　　　　(2-25)
ここで  ̂z  はアンテナ軸方向の単位ベクト
ル、係数Ii は境界条件で決まる複素電流で
ある。Ti(z)は展開関数を sin関数とした場
合、

　　　　　　　　　　　　　　　(2-26)

ここで、z がziと zi-1の間にあるときは
⊿Ii=zi-zi-1 であり、k = 2π/λで、M は展
開関数の総数である。
　この境界問題における積分・微分方程式
はマックスウェルの方程式から、

　　 EEEEE s =-jωAAAAA -∇φ　　　　　　(2-27)

　　　　　　　　　　　　　　　　(2-28)

図 2-10 微小区間⊿の展開関数と
重み関数

   μ       e-jkr
AAAAA =   ∫s JJJJJ      ds
   4π       R

       sin k(⊿ Ii-|z-zi|)
Ti(z)=    sin k⊿ Ii　　  zi-1 <z <zi+1
        0　          その他の点

        M
I(z)= ̂z ∑ IiTi(z)　　　　i=1
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-29)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-30)

　ここで、散乱電界 EEEEE s は導体上の電流電荷により生じる電界、A A A A A はベクトルポテン
シャル、φはスカラポテンシャル、J J J J J は電流密度、σ は電荷密度、ω は角周波数、μ、
ε は媒質の誘電率と透磁率である。
　境界条件　　nnnnn × EEEEE s ＝ 0 より各導体表面では、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-31)
　電流密度 J J J J J によって生じる電界 EEEEE i を線形微積分演算子Ｌを用いて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-32)        
ここで、未知関数である電流J J J J J を N 個の展開関数列FFFFFnで展開すると、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-33)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-34)

適当な重み関数ＷＷＷＷＷmとの内積を計算すると、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-35)
          (m =1,2,....,N )

行列形式で記述すると、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-36)

となり、これを
　　　　　　　　[[[[[Zmn ][][][][][In ]]]]]=[[[[[Vm ]]]]]　　　　　　(2-37)
とおく。
　ここで、[[[[[Zmn ]]]]]はアンテナの幾何学的形状により定まり、[[[[[Vm ]]]]]は給電電圧や接続負荷によ
り決まるので、電流分布[[[[[In ]]]]]が求められることになる[13]。

　モーメント法は基本的には導体の表面電流を求める方法であるため、誘電体の解析で
は非常に複雑処理が必要になる。しかし、線条アンテナの検討では非常に簡単に解を求

     1        e-jkr
φ=    ∫s σ      ds
   4πε       R

     -1
σ =    ∇∇∇∇∇・・・・・JJJJJ
    jω

nnnnn × EEEEE s ＝ -nnnnn × EEEEE i

EEEEE s ＝ -L(JJJJJ )= EEEEE i

     N
JJJJJ ≒∑In FFFFFn    n=1
 
N
∑ In L(FFFFFn)=EEEEE i
n =1

 N
∑ In < ＷＷＷＷＷm,L(FFFFFn)>=< ＷＷＷＷＷm,EEEEE i >n =1

< ＷＷＷＷＷ1,L(FFFFF1)> < ＷＷＷＷＷ1,L(FFFFF2)> .. < ＷＷＷＷＷ1,L(FFFFFN)>  I1    < ＷＷＷＷＷ1,EEEEE i >
< ＷＷＷＷＷ2,L(FFFFF1)> < ＷＷＷＷＷ2,L(FFFFF2)> .. < ＷＷＷＷＷ2,L(FFFFFN)>  I2  = < ＷＷＷＷＷ2,EEEEE i >   ..         ..            ..      .     ..
< ＷＷＷＷＷN,L(FFFFF1)> < ＷＷＷＷＷN,L(FFFFF2)> .. < ＷＷＷＷＷN,L(FFFFFN)>  IN    < ＷＷＷＷＷN,EEEEE i >
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めれること、スパイラルアンテナ等曲線で構成されたアンテナに関してもメモリサイズ
が大きくならず、解析に適応させることができる等優位な点も多い。

(2) 有限差分時間領域法
　解析する空間を細かく区域化し、各区域の格子点における電界、磁界についてマック
スウェル方程式を離散時間上で差分近似して計算する方法である。この方法は一般的に
はＦＤＴＤ法と略称されている。（Finite Difference Time Domain Method) [25][26]
マックスウェルの微分方程式は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-38)

この式に、D D D D D =εεεεεEEEEE, J  J  J  J  J =σσσσσE E E E E を代入すると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-39)

となる。電磁界のある一つの成分を仮にF とすると、空間についての中心差分は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-40)

で与えられる。解析領域を微小区域に分割し、時間も離散化した場合、点(x,y,z,t)を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-41)
のように割り当て、次のように記述する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-42)
式（2-39）左辺における電界の時間に関する微分は、電界の存在する時刻が
 t =(n -1)⊿t,n⊿t,(n +1)⊿t,.... であることから、
 t =(n -1/2)⊿tで行うことになる。式(2-42)の表記方法で電界と磁界の微分は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-43)

となる。
式(2-43)、(2-39)から、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-44)

σEEEEE n-1/2 　を

                   ∂DDDDD(rrrrr,t)
∇× HHHHH(rrrrr,t)=JJJJJ(rrrrr,t)+
                   ∂t

∂E   E   E   E   E   σ    1
    =-  E E E E E +   ∇× HHHHH
∂t   ε    ε

            ⊿x               ⊿x
      F(x +    ,x,y,z,t)-F(x -    ,x,y,z,t)∂F         2                  2
               ≒≒≒≒≒
∂x                 ⊿x

(x,y,z,t)=(i⊿x,j⊿y,k⊿z,n⊿t)

F(i⊿x,j⊿y,k⊿z,n⊿t)=F n(i,j,k)

∂E     E     E     E     E           EEEEE n - EEEEE n -1
    　　　　=-
∂t  t=(n -1/2)⊿t   ⊿t

EEEEE n- EEEEE n -1    σ      1
        = -      EEEEE n-1/2 +  ∇×HHHHH n-1/2
 ⊿t      ε      ε
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-45)

と近似して式(2-45)を EEEEE n について解くと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-46)

となる。
一方磁界についても同様に

　　　　　　　　　　　　　　　　(2-47)

となる。
　式(2-46),(2-47)から、ＦＤＴＤ法では
 t=(n-1)⊿tの電界EEEEE n-1 と t=(n-1/2)⊿tの磁
界 HHHHH n-1/2 とから、次の半ステップ後の電界 EEEEE n

が計算され、更にこの電界EEEEE n と磁界 HHHHH n-1/2 と
から次の半ステップ後の磁界HHHHH n+1/2が計算され
るのである。この単位区域と電磁界の関係を
図2-11に示す[13]。
　ＦＤＴＤ法は、解析領域を適当なメッシュ構造でセル化すればよいことから、複雑な
構造や不均一な媒質の解析にも対応できること、非線形な回路素子も取り込めること、
回路のレスポンスは広帯域性を有すること、解析領域を小さなメッシュ構造で計算させ
るので、視覚的に把握できる等、多く
の特徴を備えている解析手法である。

2.3.2 2.3.2 2.3.2 2.3.2 2.3.2 アンテナ特性の計算アンテナ特性の計算アンテナ特性の計算アンテナ特性の計算アンテナ特性の計算
2.3.2.1 アレーアンテナ
　アンテナの指向特性を狭めてその方
向の利得を高める方法の一つが、素子
をアレーにする方法である。アレーア
ンテナでは、給電電力を分割して複数
の放射素子に同時に励振するが、この
時の放射素子の間隔、給電位相によ
り、その指向特性が種々異なった特性
になる。
　一般にアレーアンテナでは素子間隔
d は等間隔に配置されるが、その個数
をN とし、アンテナ素子の振幅をIn ,

     1- σ⊿t/2ε      ⊿t/εEEEEE n =                                    EEEEE n-1 +        ∇×HHHHH n-1/2
    1+σ⊿t/2ε     1+σ⊿t/2ε

             ⊿t
HHHHH n+1/2 =HHHHH n-1/2 -　 ∇×EEEEE n
             μ

図 2-11 単位区域と電磁界の配置

図2-12 アレーアンテナの座標

                           EEEEE n -1 + EEEEE n
σEEEEE n-1/2 ≒≒≒≒≒σ
               2
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位相をψn で励振した場合の、図2-12のアンテナ座標系に
おける放射指向特性 F(θ,φ）は次式で示される[27]。
　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-48)
              k =2π/λ

ここで、g(θ,φ) は素子単体の指向特性であり、他の成分
はアレーファクタと言われている。
等方向波源に対する利得G(θ,φ)　は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-49)

となる。
　移動通信の基地局アンテナでは、一般的に垂直偏波を用
い、水平面内は広い範囲を対象にさせるため、無指向特性
（オムニ特性）にすることが多い。利得を確保するために、
図2-13 に示すように垂直軸に放射素子を多段配置するコ
リニアアンテナの構成にし、垂直面内の指向特性を先鋭にすることが行われる。
　指向特性Fc(θ) は、放射素子の指向特性をgc(θ)、素子数N 、素子間隔d とすると、
式(2-48)から

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-50)
となる。この特性に関して、ダイポールで計算した特性例を次に示す。

(1)コリニアアンテナ放射特性
　アンテナの利得を向上させるため、素子配置の段数を多くすることがよく行われる
が、この場合、素子数が多くなれば垂直面内の指向特性が先鋭になる。この模様をモー
メント法で計算させたものを図2-14に示す。放射素子としては一般的に半波長ダイポー
ルか、それと同等な特性の素子が用いられるので、ここでは放射素子として半波長ダイ
ポールを用い、素子が単独の場合、２段、４段、６段と増加させた場合の垂直面内の放
射指向特性を表している。
　ここで半径方向軸はアンテナ利得を表しており、等方性波源に対する比で絶対利得で
ある。なお、２段以上の場合の素子間隔は0.8波長であり、素子間給電線の損失は含め
ていないこと、各素子には同一電力、同一位相で給電した場合の特性である。
　すなわち、半波長ダイポールの単独特性は図2-14 の点線で示すように、指向特性が
単純８の字特性であるが、素子数を増加させると90°方向及び270°方向への放射ロー
ブが先鋭になり、アンテナ利得も高くなる。６素子の場合は図2-14 の実線で示すよう

             4πF(θ,φ)
G(θ,φ)=
　　　　∫0

2π∫0
2π F(θ,φ)sinθ dθdφ

図2-13 コリニアアレー
概念図

           N -1
Fc(θ)=gc(θ)∑In exp(jnkd cosθ)           n=0

                 N -1
F(θ,φ)=g(θ,φ)∑In exp(jψn+jnkd cosθ)                n=0
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に、半波長ダイポール単独の場合に比して利得としては、7.7dB増加している。

(2)給電位相差特性
　コリニアアンテナでは、一般的には水平方向の利得を向上させるために図2-14 に示
すようような特性で用いるが、この場合は放射素子に対しては同相で給電させる。
　一方、放射素子への給電において位相差を付けた場合には、放射方向が傾斜すること
になる。式(2-48)のψn おいて

　　　ψn =(n - 1)d sinψ/λ　　　　　　　(2-51)

の位相差をつけると、主ローブはψの傾斜（チルト）を有する特性となる。ここで、d は
素子間隔、λは波長である。
　コリニアアンテナおけるチルト特性について、同様にモーメント法で計算させた例を
図2-15に示す。ここではチルトの傾向を表しやすくするため、放射素子は６段の垂直配
置で、その素子間隔は0.8λの場合である。式(2-51)による計算上のチルト角として８°
の場合を破線で、16°の場合を１点鎖線で、24°の場合を点線で各特性を示している。（チ
ルトのない場合を実線で表示）
　この特性では、０°方向軸（z軸）に対して左右対称な特性になっており、これは立
体的にはz軸を回転対象軸とした傘特性である。チルト角を大きくした場合、大きなサ
イドローブが上方向に現れ、目的とする方向の利得は若干低下している。

図2-14 放射素子数による垂直面内放射指向特性



22

　チルト特性を有するアンテナは、マルチパス環境下における基地局アンテナとして、遠
方移動端末からの干渉波を抑制させる場合によく用いられる。ＰＨＳ方式等のストリー
トマイクロセル構成の基地局アンテナの場合には、アンテナ構成を簡単にするため、ア
ンテナは棒状の構成にさせるが、その内部における素子への給電回路で遅延時間差を持
たせて、所要の傾きにさせている。携帯電話基地局用のアンテナでは、アンテナとして
は指向性アンテナであるが、同様のチルト特性を持たせるようにしてあり、対象セルの
範囲に応じてアンテナ外部にあるケーブル長を調整してチルト角を設定するようにして
いる。

(3)反射板付きアレーアンテナ特性
　前項ではアレーアンテナを鉛直方向に置いた場合の特性で、放射素子としては半波長
ダイポールを多段配置しているため、水平面内での指向特性は無指向特性（オムニ特
性）になる。これに対し、指向性を有する放射素子を多段配置した場合のアレーアンテ
ナの特性を考える。
ここでは半波長ダイポールの背面に反射板を近接配置したものをアンテナ素子として、
それを多段に配置した場合の特性を求めてみる。この概念図を図2-16に示す。この場合、
各放射素子への励振移相は (2)項の場合と同様に、式 (2-51  )よることにして、傾斜角12°
の計算結果を図2-17に示す。この特性では、図2-16の実線で示す片側のアンテナアレー
に給電し、アンテナを斜め 12°方向に傾けた場合に対する、垂直面内の指向特性を図2-
17(a)に、水平面内の指向特性を図2-17(b)に示している。各放射素子への励振移相を所定

図2-15 放射素子への給電位相差による垂直面内放射指向特性
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値にすることにより、垂直面内におけ
る目的とする方向への指向特性を持た
せることができる。水平面特性は図2-
17(b)のとおりで、単方向性になってい
ることが分る。なお、後方（180°方向）
への放射が少なくなっているが、これ
は 0°方向への放射が最大になるよう
に励振位相を合わせるので、180°方
向については各アンテナ素子の後方放
射分が同相にはならず、逆相合成とな
る成分もあり、打ち消される成分があ
るためである。その分、斜め上方(24°
方向）への放射ローブが顕在化してい
る。
このアレーを図2-16の点線で示す位
置にも配置し、放射方向を逆の傾斜角
となるように移相設定すれば、棒状ア
ンテナを傾けても水平面内を放射方向
とするアンテナにすることができる。
また、傾斜地にアンテナを設置する場

図2-16 反射板付きアレーのモデル

図2-17(a)  反射板付きアレーアンテナ指向特性(垂直面)
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合には、その地面傾斜角度に合わせた放射特性を有するアンテナにすれば、アンテナは
鉛直軸方向に設置して、電波を傾斜地に沿って放射できることになる

2.3.2.2 近接線条の影響
　放射素子に近接して金属線があれば、アンテナの放射指向特性に影響する。
半波長ダイポールの前1/4波長のところに半波長より短い導体があれば、導波器として
機能し、後1/4波長のところに半波長より長い導体があれば反射器になり、これが八木
宇田アンテナである。モーメント法によりこの特性は簡単に求められる。
　ところで、テレビ放送受信用のアンテナを考慮した場合、半波長ダイポールは非常に簡
素な構成で利用し易いアンテナである。例えば自動車内でＵＨＦテレビ受信を考慮した場
合、リアウインドウにアンテナ素子を貼付する方法も考えられる。この場合、リアウイン
ドウには除霜用の熱線が埋め込まれているので、その影響は大きい。
　この影響を計算で求めるため、そのモデルを図2-18 に示す。半波長ダイポールの斜
め上方（45°方向）に近接して波長の10倍の長さの細長い線条ループがある場合を想定
し、この場合について、1/4波長斜め下方に1/2波長の1.3倍の長さの線を付加した時
の垂直面内の放射指向特性計算結果を図2-19 に示す。
　半波長ダイポールのみの場合は図2-19 の点線で示すように、垂直面内放射指向特性
は円になる。これに対して、図2-18のように近接して線条がある場合はその影響で、そ
の方向の利得は低下し（図では45°方向）、反対側の利得が増加する（図では225°方向）。

図2-17(b)  反射板付きアレーアンテナ指向特性(水平面)
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この傾向が図2-19の１点鎖線で示す
特性である。この状態に対して、図2-
18 の下方に示す反射器を単に付加し
た場合の特性が図 2-1 9 の実線であ
る。
　すなわち、図2-19の90°方向（水平
方向）の利得は、近傍線条の影響が
あっても八木宇田アレー的な配置を行
えば、その影響を抑圧できることを示
している。実際の特性は周辺には更に
金属物体があるため、このような単調
な特性ではないが、傾向としてその指
向特性を改善することはできるのであ
る。

図2-19　近傍線条による垂直面内指向特性変化

図2-18 ダイポール近傍線条のモデル



26

図2-20 コリアアンテナ一般的構造図[13]

図 2-21 無給電円筒を有する
パッチアンテナ構成

2.3.3 2.3.3 2.3.3 2.3.3 2.3.3 マルチパス環境下基地局用アンテナの構成マルチパス環境下基地局用アンテナの構成マルチパス環境下基地局用アンテナの構成マルチパス環境下基地局用アンテナの構成マルチパス環境下基地局用アンテナの構成
2.3.3.1 コリニア無指向性アンテナ
　コリニアアンテナの一般的な構成図は図2-20のとおりであるが、マイクロセルで使用
されるアンテナではその構造を簡単に、且つ経済的なアンテナにする必要がある。ＶＨ
Ｆ帯や低域ＵＨＦ帯では波長が1m程度で、放射素子も長くなって構造上大きなものにな
るため、図2-20に示すような構造のものも多い。しかし高域ＵＨＦ帯（携帯電話方式周
波数以上の周波数帯）では波長も長くないことから、アンテナとしては製作が容易で経
済化が図れるマイクロストリップ回路を用い
ることが多い。
　マイクロストリップ回路は、その構造の
特徴からそのままでは無指向性の放射特性
にはならない。しかし簡単な方法で無指向
性のアンテナが実現でき、その素子を多段
に配置したコリニアアンテナがＰＨＳ方式
では多用されている[28][29][30]。その素
子構成を図2-21 に示す。回路基板上に方形
のパッチアンテナを構成させ、その外側に
無給電のアルミニューム円筒を被せる構成
であるが、この無給電素子を用いることに
よりオムニ指向性アンテナを実現できる。
その放射指向特性が図2-22 で、水平面内の
利得偏差は1dB 以内に収まっている。なお、
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図2-22 無給電素子形パッチアンテナ放射指向特性

図2-23 広帯域化オムニ指向性素子

この円筒の大きさは、内径
0.74λ、長さ0.704λ、厚さ
0.003 λである。
　また、この構成の特徴とし
て比帯域10％以上の広帯域化
が実現できることである。
　携帯電話方式では 8 1 0 ～
960MHzの帯域を使用している
ため、広帯域化が不可欠であ
る。そのための方法として、
環状スロットアンテナと円筒
無給電素子に加えて、図2-23
に示すように金属薄板を無給
電素子として付加し、広帯域
化を実現させている[31]。こ
の無給電素子の２段化によ
り、比帯域として24％を得ている。
　
2.3.3.2 双指向性アンテナ
　ストリートマイクロセル構成の場合では、アンテナの放射指向特性として道路に沿っ
て両側に放射される指向性（双指向性）の方がエリア構成有利になる場合がある。この
ようなアンテナに関して、前項と類似の構成により高利得化を実現させている。この場
合の素子構成を図2-24に、アレー構成を図2-25に示す[30][32][33]。
 ここでＢＮＰＡは双指向性細幅パッチアンテナ(Bi-directional Narrow Patch Antenna)

(a) 励振素子　　　(b) 金属板付無給電素子
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図2-24 ＢＮＰＡ素子構成

図2-25 ＢＮＰＡアレー構成

の略号で、 図2-25では放射素子とし
てＢＮＰＡを用いている。このＢＮ
ＰＡにおける放射効率を改善するた
めに、その前に無給電素子を配置し
てエッジ開口を大きくし、放射パッ
チの周りに金属導体をプリントし
て、高利得化が図られている。（１素
子で5.2dBi)
　この素子を４段のアレーとして構
成した場合の放射指向特性が図2-26
である。双指向性素子のアレー化で
アンテナ利得として、11.6dBi が確
保でき、同一長の通常コリニアアン
テナより約３dBの高利得化が図られ
ている。
　このようなパッチアンテナをア
レー化し、無給電素子を配置するこ
とにより軽量･経済的なアンテナを
実現させることができる。
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図2-26 ＢＮＰＡアレーの放射指向特性

(a) 水平面　　　　　　　　　　　　　(b) 垂直面
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２２２２２ ..... ４４４４４     モバイル機器等からの到来波偏波特性モバイル機器等からの到来波偏波特性モバイル機器等からの到来波偏波特性モバイル機器等からの到来波偏波特性モバイル機器等からの到来波偏波特性

2.4.1 2.4.1 2.4.1 2.4.1 2.4.1 はじめにはじめにはじめにはじめにはじめに
　移動通信技術の進展により、屋外や屋内の様々な場所から無線を用いてパソコンやＰ
ＤＡ等をネットワークに接続するモバイル通信が注目を集めており、ＰＨＳやＩＭＴ－
2000によるサービスが既に実用となっている[34][35]。また最近では、より高速の無線
アクセスサービスとして無線ＬＡＮを用いて局所的なエリアを構成するホットスポット
サービスも普及しつつあり[36]、移動環境で高速無線通信を行う新世代無線通信技術に
ついての研究開発も活発に行われている[37]。
　一般にデータ通信は従来の音声通信に比較して高い伝送品質が要求されるため、特に
データ通信を主体とした無線アクセスシステムを構築する上では、端末機と基地局の間
の伝搬特性をより詳細に把握する必要がある。一般に端末機と基地局間の伝搬特性の検
討を行う場合、端末局にはダイポールアンテナやスリーブアンテナなどの基本的なアン
テナが用いられるが[38][39][40]、実際のデータ通信用端末から基地局へ到来する電波
の到来特性について検討した例はほとんどない。
　そこで本節では、実際の携帯電話機やデータ通信用携帯情報端末から基地局へ到来す
る電波の伝搬特性を明らかにすることを目的とし、市街地のストリートマイクロセル環
境において商用の PHS端末から基地局へ到来する電波の伝搬特性を実測し、特に端末
機の使用場所および使用者の位置、端末機の保持状況による到来波の偏波特性（垂直偏
波および水平偏波成分の受信特性）に着目して検討を行った結果について述べる。また
偏波ダイバーシチ構成の基地局アンテナを用いたときの効果について検討した結果につ
いて示す。

図2-27　測定位置地図
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2.4.2 2.4.2 2.4.2 2.4.2 2.4.2 測定方法測定方法測定方法測定方法測定方法
　測定は、都市内のマイクロセル環境における伝搬特性の把握を目的とし、大阪市中央
区内本町において行った。測定場所の地図を図2-27に示す。周辺概況は、基地局前の道
路幅は17m、道路を挟んだ対向ビル壁面との間隔は概ね25m程度であり、道路の交通量は
多いところである。
　基地局アンテナは、道路沿いに配置された電柱にアンテナが取り付けられることを想
定し、図2-27の「reception point」の位置に地上高６ｍのところに設置した（図中★
印）。基地局アンテナとしては「PHSアナライザ」付属のダイポールアンテナを 2本用い
た。アンテナ配置構成を図2-28に示す。
　測定のための電波を送出する端末機としてはPHS携帯電話機と、図2-29に示すように

図2-29 携帯情報端末とカード形無線機

図2-28 測定アンテナ構成
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小形パソコン（Handheld P.C.以下ＨＰＣと略記）にカード型データ通信用無線機（以後
カード型無線機と呼ぶ）を挿入したものの 2種類について検討した。
　端末機の使用条件として、ビル内の場合と、屋外の見通し内道路上の場合について測
定を行った。端末機から測定のための電波送出させた場所は、図2-27 中の●印および
◎印で示したところである。ビル内の測定では、基地局からビル入口までの距離が約60m
で、１階入口から５m内側に入った位置に端末機を配置した。ビルの入口は全面ガラスで
ある。　ビル内での携帯電話機の測定は、使用者が手でアンテナ高が約1.5ｍとなるよう
に保持し、携帯電話機が垂直の場合と水平の場合の２つの状態について測定を行った。
　カード型無線機の測定ではＨＰＣを0.7m高のスチール製会議机の上に配置し、ＨＰＣ
の使用者がビル入口側にいる場合（入口からの到来波が使用者によって見かけ上遮られ
る場合）と、反対側にいる場合（入口からの到来波がカード型無線機に直接届く場合）の
２つの状態について測定を行った。この場合の使用者の位置関係及び伝搬路の概念を図
2-30(a)に示す。
　道路上の測定では、基地局から約200ｍの道路上見通し内の位置において、携帯電話機
の測定ではビル内と同様に携帯電話機が垂直と水平の２つの状態で測定を行い、カード
型無線機の測定では、使用者がＨＰＣを高さ約1.3ｍとなるように保持し、ビル内と同様
に使用者が基地局側の場合と反対側の場合の２つの状態の測定を行った。この関係の概
念図を図2-30(b)に示す。（図2-30は伝搬路を遮る位置関係で示した）
　伝搬特性の測定は、基地局アンテナとしてダイポールアンテナ２本を垂直・水平に配
置し、それぞれをＰＨＳアナライザに接続するとともに、ＰＨＳ端末を公衆ＰＨＳ回線
に実際に接続して、ＰＨＳアナライザにより発信ＰＨＳを特定させ、ＰＨＳ端末からの
通信中の電波を垂直・水平のアンテナで同時計測することによって行った。なお、受信

図2-30 使用者位置と伝搬路概念

(a) In-buiding site
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電圧の測定値は、ＰＨＳのTDDタイムスロット5ms毎の受信電圧値200データ(１秒間デー
タ )に対するdB平均値である（測定器出力値）。

2.4.3 2.4.3 2.4.3 2.4.3 2.4.3 測定結果測定結果測定結果測定結果測定結果
2.4.3.1 カード型無線機の受信特性
　ビル内および見通し内道路上でのＨＰＣのカード型無線機からの到来波を、垂直偏波
アンテナ、及び水平偏波アンテナで受信した特性を極座標的に表した関係を図2-31 に
示す。図2-31 では、垂直偏波アンテナと水平偏波アンテナで受信された１秒毎のそれ
ぞれの受信電圧値を、直交する垂直水平両系２データとし、dB値を電圧真値に戻してそ
れを極座標系に変換し、角度方向を到来波の傾き角とみなした。また、極座標系での半
径方向の振幅をdB値に再変換して受信電圧とした。
　図2-31(a)の破線および◆印は使用者がビルの入口側（遮蔽側） にいる場合、実線お
よび○印は使用者が入口と反対側にいる場合（無線機がアンテナ側　非遮蔽）の測定結
果であり、図2-31(b)中の破線および◆印は使用者が基地局側にいて見通しが遮られる
場合、実線および○印は無線機と基地局が見通しとなる場合（非遮蔽）の測定結果であ
る。なお図2-31におけるデータ間接続線は時間軸上の推移を示している。
　また表2-1 には、それぞれの状態での垂直偏波・水平偏波アンテナで受信した受信
データを同様に極座標系に変換して、その振幅のｄＢ値での平均受信電圧および標準偏
差を示す。同様に到来波の傾き角の平均、標準偏差も示す。測定値は、３０秒間の測定
を２回行い、その測定データを合算した値である。
(1)ビル内特性
　カード型無線機を図2-29の構成にしてビル内で使用した時の受信特性は図2-31に示す

 (b) street site

図 2-30 使用者位置と伝搬路概念
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ように、使用者の位置による受信電圧への影響は大きくなく、変動幅は10dB程度である。
カード型無線機からの電波は、ビル内居室壁面で反射し、周辺ビル外壁面でも反射して
基地局アンテナに到達するため、多重散乱波の合成波となっており、使用者がビル入り
口側にいる場合と奥側での差はレベル的には少ない。
　一方基地局に到来する電波の瞬時傾き角（以下到来波傾き角と略）については、ビル
内からの電波は水平方向に傾き易い。使用者がビル入り口に対して奥側にいる時は図2-

図 2-31 ＨＰＣ発信到来角傾き特

(a) In-buiding site

 (b) Street site
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31(a)の水平軸に近い範囲に多くの受信点（図中○印）があり、使用者が入り口（アンテ
ナ側　遮蔽側）いる時は垂直軸に近い範囲にも受信点（図中◆印）が広がっている。
　平均値としては表2-1 に示すように､受信電圧的には使用者の前後位置によるレベル
差はそれほど大きくなっていない。（平均値で 1dB 差）
　到来波傾き角としては、入り口側にカード型無線機がある場合（非遮蔽）では到来波
傾き角は平均値64度となり、電波は水平方向に傾むいており、使用者が入り口側（アン
テナ側遮蔽側）にいる場合は平均値で約50度となり、使用者が垂直偏波成分を発生させ
たと同じような傾向を示した。
(2) 見通し内道路上特性
　ＨＰＣを道路上で持ったまま操作している状態での同様な受信特性は図2-31(b)のと
おりで、カード型無線機と基地局アンテナとの位置関係で大きな差が現れている。
　すなわち、カード型無線機が基地局側にある場合（非遮蔽）は、受信電圧も高く、図
2-31(b)の垂直軸に近い範囲に受信点 (図中○印 )が多くあるが、使用者が基地局アンテ
ナを遮る側（カード型無線機が後方）になる場合は、図2-31(b)での受信点（図中◆印）
が拡がり、受信電圧も低下している。
　平均値については表2-1のとおりで、カード型無線機が基地局アンテナ側にあれば基
地局受信電圧も高くなり、又傾き角は平均で38度となり、垂直偏波成分が多くなる傾向
である。
　一方、使用者が伝搬路を遮る位置関係になる場合では、使用者の遮蔽により直接波は
少なくなり、回折波や反射波が主となるため受信電圧も低くなり､到来波傾き角は平均
で 47度となって両偏波成分が同程度となっていた。

2.4.3.2 交差偏波レベル比（ＸＰＲ）特性
　移動通信における交差偏波の状況を示す方法としてＸＰＲ(Cross polarization ratio)
が用いられる場合がある。ＸＰＲは瞬時の垂直偏波レベルと水平偏波レベルの比で表さ
れるが、dB値の場合は差分となり、次式となる。
　　　　　ＸＰＲ＝Ｖ偏波レベル－Ｈ偏波レベル  (dB)　　　　　　(2-52)
　図2-31のデータについてＸＰＲを密度分布で表した特性が図2-32で、実線は使用者
が伝搬方向側（遮蔽側）、１点鎖線は後側（非遮蔽）の場合を示している。図2-31の(a)

表 2-1 垂直水平両偏波成分合成後の受信電圧と到来波傾き角

端末機発信位置　　　　　　ビル内発信　　　　道路上発信
使用者の位置関係　　　　非遮蔽　遮蔽側　　非遮蔽　遮蔽側
合成受信電圧　平均値　　  35      34        43      36
　　　　　　　標準偏差　  2.5     2.3       3.6     3.5
到来波傾き角　平均値　　  64      50        38      47
　　　　　　　標準偏差　  14      17        16      18
　　単位：電圧：dBμ　　傾き角：°（垂直軸から）　
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では〇印が少し水平軸に近づいており、(b)では〇印が垂直軸に付近にあるので、図2-32
では１点鎖線が(a)では左に推移しており、(b)は同様に右側に偏っておりその傾向は示し
ている。
　偏波ダイバーシチを考える場合、ＸＰＲがその効果の程度を示すことになる。すなわ
ち、ＸＰＲの平均値が０付近であり、分散の程度が大きければダイバーシチの効果が期
待できる。一方、分散が少なく、片側によった特性であれば、偏波ダイバーシティの効
果は少ない。　図2-32の実線が使用者が存在する場合のＸＰＲ特性で、分布の軸（中心）
が０ｄＢ付近にあり、その分布が左右に広がっていることから、偏波ダイバーシチが有
効であることを示している。

(a) In-buiding site

 (b) Street site

図 2-32 ＸＰＲ密度分布



37

2.4.3.3 携帯電話機の受信特性
　携帯電話機を筐体が垂直および水平となるように保持した状態でビル内および道路上
のそれぞれの場所で送信した時の、基地局での垂直偏波アンテナおよび水平偏波アンテ
ナで受けた受信電圧の累積確率分布を図2-33 に示す。
　ビル内からの受信特性に関しては図2-33(a)に示すように、受信電圧の高くなる領域
では携帯電話機を垂直にした場合の垂直偏波系アンテナでの受信レベルの方が、水平に
した場合より受信電圧が高くなる傾向を有している。しかし、中央値付近や受信レベル
の低い領域（累積値10％付近）では、送信の携帯電話機角度と受信偏波にはあまり関係
なく受信される傾向にあり、レベル差は２～３dBにしかならないことを表している。
　一方、図2-33(b)は道路上で直接波が受信され易い状況であり、携帯電話機の垂直保持

図2-33 携帯電話受信偏波特性

(a) In-buiding site

(b) Street site
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では垂直偏波アンテナ系での受信電圧が高くなり、又水平保持では水平偏波アンテナ系
での受信電圧が高くなり、偏波は保存され易い傾向を示している。
　逆に、携帯電話機が水平保持、垂直偏波アンテナでの受信では同偏波系受信電圧に対
して中央値で５dB、10％値では７dB も低下し、見通し内領域であっても受信電圧が高
くならない状態になることを示している。

2.4.4 2.4.4 2.4.4 2.4.4 2.4.4 偏波ダイバーシチ構成の効果偏波ダイバーシチ構成の効果偏波ダイバーシチ構成の効果偏波ダイバーシチ構成の効果偏波ダイバーシチ構成の効果
　上述の構成および使用環境で端末機を用いた時に、基地局に選択合成の偏波ダイバーシ
チ構成のアンテナを用いた時のダイバーシチ効果について考察した結果について述べる
[3]。選択合成ダイバーシチでは複数の受信系での受信レベルを逐次レベル比較して、最
も高いレベルとなった受信系の受信レベルをその時のダイバーシチ系のレベルとする処
理である。偏波ダイバーシチにおいては、垂直偏波アンテナおよび水平偏波アンテナで
受信したレベルの高い方を逐次選択する処理で、本測定系では１秒ごとの比較で累積特
性を求めた。
　なお、ダイバーシチ効果の検討ではダイバーシ利得が用いられるが、この概念を図2-34
に示す。すなわち、複数の受信アンテナ系で受信した電波の受信レベルによる累積分布
特性と、選択合成受信したダイバーシチ合成後の累積分布を求め、それぞれの累積分布
における10％値、１％値等についてダイバーシチ受信の累積分布の場合と、個別受信の
場合（個々の個別受信レベルの最大値）の差分を、ダイバーシチ利得としている。

2.4.4.1 カード型無線機使用時の偏波ダイバーシチ効果
　カード型無線機をビル内および見通し内道路上で用いた時の、垂直偏波アンテナ、水
平偏波アンテナおよび偏波ダイバー
シチ受信時の受信電圧の累積確率分
布を図2-35に示す。なおここでは、
ビル内および見通し内道路上におけ
る使用者の前後位置関係に対する両
方のデータを用いて累積分布を作成
している。端末機がビル内で用いら
れる場合（図2-35(a))、水平偏波成
分が垂直偏波成分に比較して５dB程
度高くなっている。
　ダイバーシチ利得は累積10％値、
１％値ともに約２dB程度であるが、
従来の垂直偏波アンテナ（ダイバー
シチなし）に比較すると、累積10％
値、１％値で約８～９dB程度の受信
電圧改善効果があったことになる。
　一方端末機が見通し内道路上の場
合、受信電圧の低い領域で垂直・水 図2-34 ダイバーシチ利得の概念
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(a) In-buiding site

図 2-35 カード形無線機発信偏波ダイバーシチ効果

(b) Street site

平偏波成分の受信電圧がほぼ同程度となり、ダイバーシチ利得は累積10％値で３dB、累
積１％値では５dBが得られており、ダイバーシチ合成後の受信電圧は、従来の垂直偏波
アンテナ（ダイバーシチなし）に比較して累積10％値、１％値でそれぞれ３dBおよび12dB
程度の改善効果があったことになる。

2.4.4.2 携帯無線機使用時の偏波ダイバーシチ効果
　携帯電話機をビル内および見通し内道路上で用い、携帯電話機を垂直および水平に保
持した時に偏波ダイバーシチ受信を行った場合の受信電圧の累積確率分布を図2-36に示
す。また表2-2には、累積10％値および１％値におけるダイバーシチ利得、およびその
時の受信電圧を示す。
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(a) In-buiding site

図 2-36 携帯電話発信偏波ダイバーシチ効果

 (b) Street site

　携帯電話機がビル内で用いられた場合の受信累積分布特性は図2-36(a)に示すように、
垂直偏波成分と水平偏波成分はほぼ同程度となり、ダイバーシチ利得は表2-2のとおり
で、累積10％値で４～５dB、累積１％値で４～６dB が得られた。
　一方携帯電話機が見通し内道路上にある場合の受信累積分布特性は図2-36(b)に示すよ
うに、携帯電話機の水平保持時には交差偏波成分が８～10dB程度と大きく劣化するため
にダイバーシチ利得はあまり大きくならないが、累積10％値で１～４dB、１％値で２～
７dBの利得が得られた。しかし、従来の垂直偏波アンテナとの比較で考えると、特に携
帯電話機が水平に保持された時の受信レベル改善効果が大きく、累積10％値で11dB、累
積１％値で13dBの改善効果があったことになっている。
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表2-2 携帯電話機の垂直・水平保持時偏波ダイバーシチ効果

　  携帯電話の保持状況　　　垂直保持　　　　　水平保持
　　　　　　　　累積値　　10%値　　1%値　　10%値　　1%値
ビル内　　ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾁ利得     4        6       5(6)        4
送信　　　ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾁ電圧    24       20        26       15
道路上　　ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾁ利得     1        2       4(11)     7(13)
送信　　　ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾁ電圧    30       28        33       28
　　　　　　ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾁ利得の単位　dB
　　　　　　ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾁ電圧：ダイバーシチ後の受信電圧　単位dBμ　　　　
       　　( )内は垂直偏波アンテナに対するダイバーシチ利得

2.4.5 2.4.5 2.4.5 2.4.5 2.4.5 まとめまとめまとめまとめまとめ
　実際の携帯電話機やデータ通信用携帯情報端末から基地局に到来する電波の伝搬特性
を明らかにすることを目的とし、市街地のストリートマイクロセル環境において商用の
PHS端末をビル内および見通し内道路上に配置し、使用者の位置、端末機の保持状況を
変えた時の到来波の偏波特性について測定した。また偏波ダイバーシチ構成の基地局ア
ンテナを用いたときのダイバーシチ効果について検討した。
その結果、
・ＨＰＣに接続したカード型無線機から道路沿い電柱に配置される基地局へ到来する到来
波の偏波は、見通しが遮られる環境では水平偏波成分が垂直偏波成分よりも比較的高い
受信電界強度を有する。
・携帯電話機を端末機とした場合には、ホイップアンテナの偏波が到来波の主偏波成分と
して働くが、交差偏波成分もほぼ同等レベルか－５dBまでの範囲の値となり、基地局で
水平偏波アンテナを利用する効果が高い。
・偏波ダイバーシチ構成を用いることで、特に従来の垂直偏波基地局アンテナのみで受信
する場合に比較して基地局での受信レベル改善が図れる。
　これらのことが明らかになった。
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２２２２２ ..... ５　ビル内における電波伝搬特性５　ビル内における電波伝搬特性５　ビル内における電波伝搬特性５　ビル内における電波伝搬特性５　ビル内における電波伝搬特性

2.5.1 2.5.1 2.5.1 2.5.1 2.5.1 携帯情報機器等送信電波の受信偏波特性携帯情報機器等送信電波の受信偏波特性携帯情報機器等送信電波の受信偏波特性携帯情報機器等送信電波の受信偏波特性携帯情報機器等送信電波の受信偏波特性
2.5.1.1 はじめに
　移動無線通信の手段としては今日８００MHz帯携帯電話系から、IMT-2000と総称され
る２GHz 系の第三世代携帯電話系に展開されようとしている。又、音声通話がほとんど
であった携帯電話の使用方法は携帯電話の機能が高度化されて、メール通信や画像の送
受信も行われるようになってきた。
　一方パソコンの小型化が進むとともに、携帯情報端末機（以下ＨＰＣと略）も各種の
機器が使用されるようになってきており、このような機器を持ち歩いてどこからでも
ネットワークへ接続する使用形態も広まってきた。すなわち、移動無線通信の通信形態
としては、小型パソコンや携帯情報機器に無線機器を装着した状態での通信が増加して
きているし、今後も拡大するものと思われる。
　ところで、移動無線通信系における基地局無線装置における送受信アンテナは、一般
的には垂直偏波系が用いられている。基地局送信電波は強くできるが、携帯機器系から
の電波発信は電波法等で規定されている送信電力以上にはできず、また携帯系である以
上電源の余裕を持たさなければならないので、大電力送信は行えないのである。基地局
送信（ここでは下り通信系と略称）より端末系送信（上り通信系）の方が受信される電
波が弱く、無線通信としての上下品質を考えた場合、上り品質の改善を図れるようにす
ることも重要である。
　そこで、情報端末等の使用実態における電波がどのような状態で伝搬して受信される
か、特に屋内での使用状態に対して受信される電波の特性を偏波特性を中心に測定し、
受信特性を明らかにする。

2.5.1.2 測定方法
　パソコンに携帯電話等を接続して通信させる場合、携帯電話を立てて使用することは
ほとんどない。大半は机の上に携帯電話を水平に置いて接続コードでパソコンの通信系
コネクタ類に接続する形態である。あるいは、カード形無線機が各種使用できるように
なっているので、パソコンやＨＰＣのスロットにカード形無線機を挿入して使用される
形態が一般的である。
　そのため、建物内の事務机上にパソコンやＨＰＣを置いて使用することを想定し、そ
のような状態で携帯電話機やカード形無線機からの電波が屋内でどのように伝搬して、
水平偏波、垂直偏波それぞれがどのように受信されるかを測定した。
　測定場所は最近建築されたビル内の事務用部屋で、事務机上にカード形無線機あるい
はＰＨＳ電話機を置いた状態で、送信点から10m程度離れた場所で受信させた。ビル事
務室内の状況は図2-37のとおりで、居室は横方向は52m、窓から壁面までは15m、床か
ら天井までの高さは2.7mであり、各階間隔は4.2mのビルである。また、事務室空間に
は柱の無い居室構造である。横方向の中央部Ｐ点の事務机の上を送信場所とし、図2-37
に示すように受信点としてＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄの４ヵ所で受信させた。
　送信は、ＰＨＳ電話機と、カード型無線機を装着したＨＰＣ（図2-29）を使用し、Ｐ
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ＨＳ電話機筐体の方向は受信点方向に、ＨＰＣは筐体が受信点方向に直交する方向に置
いた。カード形無線機のアンテナは図2-29に示すように斜め上方に向いた状態である。
　受信は床面から1.5mの高さに水平ダイポールアンテナと垂直ダイポールアンテナを
1.5波長離隔して設置し、かつ床面上を容易に移動できる状態にした。すなわち、送信
点からの電波に対して、壁面反射、床面反射、机面反射等の各波が各様で相加されて定
在波が立っているので、その影響を平滑化させるために各点で左右１m、前後0.5mの範
囲で一定時間移動せて受信させた（図2-37の A,B,C,D点ハッチング範囲）。
　受信に使用した測定機はＰＨＳ用ハンディーアナライザで、ＰＨＳのタイムスロット
５ms毎の200データをdB平均した１秒毎のデータが測定値である（測定器出力値）。測
定では、２台のＰＨＳ用ハンディーアナライザを水平偏波アンテナ、垂直偏波アンテナ
にそれぞれ接続して、垂直偏波レベルと水平偏波レベルを同時測定した。
　交差偏波比（ＸＰＲ）は垂直偏波レベルと水平偏波レベルのデータから、１秒ごとの
同一時刻受信レベルの差として求めた。
　（ＸＰＲ＝同一時刻における垂直偏波レベル(dB)－水平偏波レベル(dB)　(2-52)）

2.5.1.3 ＸＰＲ分布の傾向
　前述の方法により測定した２台のハンディアナライザの測定値出力から、ＸＰＲとし
て分布を求めた特性を図2-38から図2-41に示す。ここでは、測定した４ポイントの特
性をすべて合算し、測定場所全体としての密度分布を表しており、図中▼印はXPR =0dB
軸を明示させている。また、横軸の正方向は垂直偏波が強い方向、負方向は水平偏波が
強い方向になる。
 (1) 使用者不在での特性
　事務机上にＰＨＳ端末あるいは、ＨＰＣを置いて、使用者が周辺には不在である場合
のＸＰＲについて、ＰＨＳ端末の場合を図2-38 に、ＨＰＣの場合を図2-39に示す。
　ＰＨＳを直接事務机に置いた場合、図2-38(a)に示すようにＸＰＲの分布は広がりを
持つが（標準偏差σ=8.6dB)、ＰＨＳが事務机面から上方向に少し離れていた場合（図
2-38(b)では事務机天板から3/4波長の高さに端末機がある状態）では、ＸＰＲ分布の

図2-37 測定場所平面図
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(a) Direct on desk

(b) Upper 3/4 wave length

図2-38　ＰＨＳからのＸＰＲ

広がりは(a)より狭くなった（σ=7.1dB)。その分布形状は正規分布に近くなり、密度
分布が最も高くなるところは0dBになった。ＰＨＳを直接事務机上に水平に置いた場合
には、事務机天板とＰＨＳとの相互作用により両偏波成分が非均一に多数発生したため
と思われる。
　一方ＨＰＣを事務机に置いた場合は、全く同一測定方法ではあるが、分布に差異が生
じている(図2-39)。すなわち、カード形無線機アンテナが斜め上方に出ているため、事
務机天板との相互関係による放射特性のゆがみが少ないため、密度分布としての広がり
はＰＨＳ端末機に比して少なくなっている（σ=7.3dB)。ＨＰＣの位置を事務机上面か
ら上方に上げた場合は、事務机天板の影響が少なくなり、密度分布の形状はＰＨＳ端末
機の場合と同じように正規分布に近い特性となった（σ=7.1dB)。
　この場合、密度分布の最大点は-3dB点に偏移した。
(2)使用者による影響
　前述の状態に対して、ＰＨＳ及びＨＰＣの前や後に使用者がいた場合のＸＰＤ密度分
布を図2-40、図 2-41 に示す。受信点に対して使用者がＰＨＳやＨＰＣの後に位置し、
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直接波の伝搬を妨げない位置関係の場合を図2-40と図2-41の(a)に示す。一方、使用者
がＰＨＳやＨＰＣに対して受信点側に位置して、直接波を遮る位置関係の場合を図2-40
と図2-41の(b)に示す。
　すなわち、ＰＨＳを事務机に直接置いた場合には、図2-38(a)に示すようにＸＰＲ密度
分布が広がったが、使用者が直後に存在すれば図2-40(a)のように広がりの大きくない正
規分布の形状に近づく傾向を示した（σ=7.6dB)。これは、使用者の存在が後方で散乱す
る反射経路への遮蔽効果が現れ、直接波の影響が大きくなったためと考えられる。一方、
直接波を遮る位置に使用者がいる状態になると、直接波が受信されないため、ＰＨＳと
事務机天板との結合による複雑な交差偏波発生経路の増加によって、ＸＰＲ密度分布は
大きな広がりを示した。（σ=9.0dB)
　ＨＰＣについては図2-41に示すように、使用者の前後位置に関して顕著の差が現れ
ず、広がりは大きくない正規分布の傾向を示した。(使用者後 σ=6.9dB、使用者前
σ=7.1dB)　これは、ＨＰＣに挿入したカード形無線機のアンテナが斜め上方に立って
いることから、事務机天板、ＨＰＣ筐体との位置関係では、複雑な交差偏波を発生させ

図2-39　ＨＰＣからのＸＰＲ

(a) Direct on desk

(b) Upper 3/4 wave length
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図2-40 ＰＨＳ使用者の影響

(a) Unobstructed

(b) Obstructed

る放射パターンにならなかったためと、考えられる。また、使用者の存在では密度分布
がもっとも高くなるＸＰＲは0dBであった。

2.5.1.4 ＶＨ偏波受信特性
　垂直偏波、水平偏波それぞれを個別受信させた場合の平均受信レベルに関して、各状
態の特性をレーダチャート状に表したグラフを図2-42 に示す。グラフ上で上半分の特
性は送信機器が直接事務机天板上にある場合を、下半分は天板から上方に位置させた
（3/4波長嵩上げ）状態である。横軸方向で最右端は使用者が存在しない場合であり、左
側は使用者が存在する場合で、縦軸上は使用者が後方でアンテナ方向を遮らない場合、
最左端は使用者が前方に位置して、アンテナ方向を遮る場合である。
　図2-42からは、ビル内伝搬では多数の散乱が合成されて受信されるため、ＰＨＳ，Ｈ
ＰＣの前後に使用者がいる場合、いない場合でも、平均的には顕著なレベル差が出ない
ことがわかる。
　ＰＨＳを直接事務机天板上に置いた場合、電波の放射方向は天井方向に向くため水平
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方向への放射は少なくなり、受信されるレベルも低いが、机面からの嵩上げ状態では横
方向への放射も増え、レベルが高くなっている。
　ＨＰＣについては、アンテナは斜め上方に立った状態であるため、電波放射には有効
に働いており、ＰＨＳの水平配置より、３～４dBレベルが高く受信できている。また
偏波による差としては、水平偏波のほうが２～５dB高く、（図中■印）、水平偏波受信
が有効であることを示した。
　
2.5.1.5 まとめ
　一般事務室内において、２GHz帯の電波に関してその伝搬特性を偏波特性を中心に測
定した。交差偏波比ＸＰＲについては、カード形無線機発信後の受信偏波特性からその
密度分布は正規分布に近い特性を示した。ＰＨＳ端末を直接事務机上に置いた場合に
は、若干のレベル低下をもたらすとともにＸＰＲ密度分布は台形型に近づき、特に使用
者がアンテナ方向にいた場合（直接波遮蔽状態）はその広がりも広くなり、ＸＰＲの標
準偏差としては９dB以上に広がった。

図2-41 ＨＰＣ使用者の影響

(a) Unobstructed

(b) Obstructed
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　垂直偏波、水平偏波のそれぞれの受信レベルを合算した平均レベルでは、水平偏波成
分は垂直偏波成分よりレベルが高く受信された。カード形無線機の場合では２～５dB
高く受信されており、屋内を伝搬路とした場合には、水平偏波受信が有効であるとが明
らかとなった。

(a) ＰＨＳ

(b) ＨＰＣ

図2-42 ＶＨ偏波受信特性
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2.5.2 2.5.2 2.5.2 2.5.2 2.5.2 ＶＨＦ帯ビル内距離特性ＶＨＦ帯ビル内距離特性ＶＨＦ帯ビル内距離特性ＶＨＦ帯ビル内距離特性ＶＨＦ帯ビル内距離特性
2.5.2.1　はじめに
　ビル内の伝搬特性は、そのビルの構造、什器の配置状況によって大きく変わる。その
ため距離特性の一般的傾向は多くのデータを平均化する必要があるが、一般的事務専用
ビル内での250MHz,400MHz帯における距離特性を測定したので、その結果を以下に記す。
　ビルの平面構造における事務室状況は、一方の面はガラス窓と柱構造物の構成であ
り、他方の面は金属製埋め込みロッカーが連続的に全壁面に設置された状態で、奥行き
は60m、窓～ロッカー間は11m、天井高は2.4mである。事務机は左側を窓方向になるよ
うにした教室型配置である(図 2-43(a))。
　送信アンテナと受信アンテナは双方とも同一構造の電測機用半波長ダイポールアンテ
ナを用い、送信系は事務室の一端において、床から1.5mの高さにアンテナを置いた。受
信系は同様な高さを確保しつつ、事務室中央部を長手方向に順次移動し、電測機を用い
て測定を行った。

図2-43 250MHz,400MHz帯屋内伝搬距離特性

(a) ビル内測定場所の事務室構成概観

(b)



50

2.5.2.2　測定結果
　距離特性として、各測定点周辺の短区間における電測機出力の中央値を計算させてグ
ラフ化したものが図2-43(b)である。
　ここで偏波は、送信受信ともアンテナを水平にした場合を水平偏波、双方のアンテナ
を鉛直方向に立てた状態にした場合を垂直偏波とした。
　図2-43(b)からも明らかなように、250MHz,400MHz帯におけるビル内伝搬では、水平偏
波の伝搬損失特性が増加の程度が少ない。回帰曲線として、対数による折れ線近似結果
を表2-3に示す。表2-3では、対数近似において距離をx(m)、伝搬損失をy(dB)として、
　　　　y =ａ*log(x )＋ｂ　　　　　　　　　　　　　　　(2-53)
と表した場合の係数及び定数等を示している。ここでは、水平偏波についてはx <30、垂
直偏波についてはx <16 の場合を折れ線前方と表現し、それ以上は折れ線後方とした。
（縦軸は、損失をわかりやすく表すために軸下方を損失大にした）　近似の程度を表す相
関係数は0.97～ 0.99で近似としては非常によい一致を示している。
　自由空間伝搬における距離特性は２乗則であり、式(2-53)の係数ａは20である。ま
た、移動通信伝搬における距離特性は一般的には3.5乗則と言われており、係数ａは35
となる。これに対して、ビル内における伝搬特性としては、水平偏波による近傍通信で
はａ＝12～15となり、天井、事務机面等の反射波も合成されて損失の少ない伝搬特性
を示した。また、後方では3.5乗則に近い31～ 39の傾向を示した。
　一方垂直偏波では、係数ａは送信点に近い領域では２乗則あるが(a =22)、反射波が逆
相となる領域以降（x >16）では伝搬損失が急激に大きくなり、伝搬距離係数が60前後
の値を示した。

2.5.2.3　まとめ
　　250MHz,400MHz帯におけるビル内伝搬特性に関して、距離特性を水平偏波、垂直偏
波の双方を個別に測定し、近似曲線を導出した。その結果、送信端に近ければ、１次近
似式の係数は水平偏波の場合が a =12～ 15で、伝搬損失が少なくなる特性を示した。
また、垂直偏波では反射波が逆相になる領域以降は１次係数ａは約60にもなり、大き
く減衰する特性であった。すなわち、屋内伝搬は水平偏波が有利である。

表2-3　回帰曲線係数

　　　　　　　　　　　　折れ線前方　　　　　　　　折れ線後方
　　　　周波数帯　　係数a　定数b 　相関R 　　係数a　定数b 　相関R
Ｈ偏波   250MHz     15.57   16.90   0.978     39.29   -18.10   0.999
　　　   400MHz     12.47   20.44   0.972     31.43   -8.970   0.997
Ｖ偏波   250MHz     21.68   14.97   0.993     66.13   -38.99   0.995
　　　   400MHz     22.25   18.33   0.999     55.53   -22.10   0.998
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位dB
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2 . 62 . 62 . 62 . 62 . 6 　むすび　むすび　むすび　むすび　むすび

　マルチパス環境下における電波伝搬特性について、その分布特性を明らかにするとと
もに実伝搬路における測定結果からその特性を検証した。また、その環境下に適したア
ンテナ構成を説明した。
　1.9GHz帯における実測結果として、カード型無線機から道路沿い電柱に配置される基
地局へ到来する到来波の偏波は、見通しが遮られる環境では水平偏波成分が垂直偏波成
分よりも比較的高い受信電界強度を有すること、携帯電話機からの場合でも基地局では
水平偏波アンテナを利用する効果が高いことから、偏波ダイバーシチ構成を用いること
で、特に従来の垂直偏波基地局アンテナのみで受信する場合に比較して基地局での受信
レベル改善効果が大きいことを明らかにした。
　また、屋内のみの伝搬でも　垂直偏波、水平偏波のそれぞれの受信レベルを合算した
平均レベルでは、水平偏波成分は垂直偏波成分よりレベルが高く受信された。カード形
無線機の場合では２～５dB高く受信されており、屋内を伝搬路とした場合には、水平
偏波受信が有効であることを明らかにした。
　したがって、屋内伝搬系を含む移動通信系におけるアンテナ構成を考慮する場合にお
いては、水平偏波成分を受信できるようにすることが有効である。
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第３章　Ｖ字形ダイバーシチアンテナに関する研究第３章　Ｖ字形ダイバーシチアンテナに関する研究第３章　Ｖ字形ダイバーシチアンテナに関する研究第３章　Ｖ字形ダイバーシチアンテナに関する研究第３章　Ｖ字形ダイバーシチアンテナに関する研究

３３３３３ ..... １１１１１     まえがきまえがきまえがきまえがきまえがき

　移動通信において、電波を送受信するためのアンテナはその構成が簡単に見えるが、基
本的な機能として非常に重要な部分である。この空間電波と無線機内とのインタフェー
スの役割を果たすアンテナは、サービス品質上大きく影響するので、アンテナ利得向上
等の効率化は方式設計上不可欠な検討項目である。そのため、移動通信サービスにおい
ては、それぞれの方式における使用周波数や、エリア構成方法に合わせて、アンテナの
効率化等を図っている。
　ところで、マルチパス伝搬環境下となるセル半径の小さな移動通信システム（マイク
ロセルシステム）においては、 アンテナ高が低く、またその端末は屋内で使用されるこ
とが多いため、端末からの電波は建物内天井や床面、及び建物壁面等での何回かの反射
を経てアンテナに到達するようになる。そのため、移動通信における電波は垂直偏波で
送出されたとしても、反射の都度偏波面がずれ、アンテナに到着した時には多くの交差
偏波を含んだ状態になっている。移動通信システムにおける偏波使用方法はほとんどが
垂直偏波であるが、マイクロセル構成のシステムでは前述のように交差偏波成分も多い
ことから、このような伝搬特性を考慮することにより、改善効果を確保することが可能
と考えられる。
　すなわち、移動通信システムにおいてはタイバーシチ方式を採用しているが、このよ
うな伝搬環境を考慮し、特性の改善できるダイバーシチアンテナとしてＶ字型に配置し
た棒状ダイバーシチアンテナを提案する。
　なお、マイクロセルシステムのアンテナは屋外路上に多数設置されることが多いので、
視覚に入りやすく、都市内の景観に沿った形状にすることも重要であるが、このアンテ
ナはその形状をスマートにさせるよう考慮したものでもある。
　また、マイクロセルシステムの適用地域において、その場所が傾斜地の場合、従来の
アンテナによるエリア設計では水平面内の指向特性のみしか考慮しないため、傾斜地の
上方と下方では電波強度に差が出て、地形考慮したエリア設計ができなかった。そこで、
傾斜地におけるエリア最適化を図るためのアンテナ構成も合わせて提案する。
　一方、アンテナ直下の領域において、マルチパス伝搬環境にならない場合における通
信品質向上のためのアンテナ構成について考察を加える。

　そこで、本章 3.2節では、アレーアンテナ（非軸対称型）についてモーメント法により
アンテナ放射特性を解析し、マイクロセルに適したＶ字形ダイバーシチアンテナの構成
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を示す。その放射指向特性を基にダイバーシチ効果のシミュレーションを行い、交差偏
波成分が多い状況を考慮したダイバーシチ効果を明らかにする。その結果、アンテナ利
得についてはアンテナ傾斜方向では利得の向上が図れること、又、ダイバーシチ利得に
ついては従来のコリニアアンテナより効果があることから、マルチパス伝搬環境下のマ
イクロセル構成に適した特性であることを示す。
　3.3節では、傾斜地に適した棒状アンテナとして、非軸対称指向性を有する棒状アンテ
ナを提案し、その特性を示す。そして、2GHz帯用のアンテナを試作して実現性を明らか
にするとともに、実伝搬路における測定結果を示し、従来のコリニアアンテナを用いる
場合に比べて、その有効性を明らかにする。
　3.4節では、ビル屋上にアンテナを設置する場合に使用するビームチルトアンテナにお
いて、アンテナ直下方向での電界低下領域に対して電界低下を改善できるビームチルト
ダイバーシチアンテナを提案する。その基本構造と、動作原理、及びその効果を計算で
求めるとともに、実伝搬路での測定結果からその効果を確認したことを示す。
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３３３３３ ..... ２２２２２     Ｖ字形ダイバーシチアンテナＶ字形ダイバーシチアンテナＶ字形ダイバーシチアンテナＶ字形ダイバーシチアンテナＶ字形ダイバーシチアンテナ

3.2.13.2.13.2.13.2.13.2.1　はじめに　はじめに　はじめに　はじめに　はじめに
　通信の移動性が広く進展するようになり、ネットワークから情報機器等の端末系への
最終接続手段として無線によるアクセス化が要望されるようになっている。この無線ア
クセス化において、最終段ではアンテナを含めた無線装置の構成を簡略化させるととも
に、通信品質の安定化も非常に重要になっている。特に無線区間を考えた場合、その安
定化のための一般的方法としてはアンテナを２本設置するダイバーシチが用いられるが
[40]、無線アクセス化区間の実態も踏まえた最適化を図る必要がある。
　ところで、ＰＨＳのようなマイクロセルシステムにおいては、アンテナ高が低くセル
半径が小さいため、マルチパス伝搬環境そのものの通信となる。また、アンテナは屋外
路上に多数設置されるので視覚に入りやすく、都市内の景観に沿った形状にすることも
重要である。更に端末の使用される場所は、建造物等に囲まれたところが多く、受信さ
れる電波は周辺壁面や床・天井で多重反射していることから、従来の移動通信で考えら
れていた垂直偏波が主要成分として受信されるだけではなく、水平偏波成分も多くなっ
ている。従って、ダイバーシチを構成するアンテナの形状を考えた場合、水平偏波成分
が受信され易い構成にすることにより、受信電圧の改善を図ることができる。
　ＰＨＳサービス等において用いられるアンテナでは、図3-1に示すように外見構造が簡
単な棒状のコリニアアンテナがよく用いられる[30][41]。この構造のアンテナにおいて
は、アンテナを構成する放射素子を工夫してその給電位相を適当に設定することにより
放射面を傾斜させることができる。逆にアンテナを若干傾けて使用することもでき、水
平偏波成分も受信できるようにすることが可能である。
　棒状のアンテナを傾けて用いる構成としては、自動車に設置する移動局用アンテナと
して検討した例が報告されている[42]。
　本論文では、ストリートマイクロセルに設置する基地局に適用することを目的とし、柱
状構造物の頂部に設置する新たなアンテナ構成として、非軸対称指向性棒状アンテナ[42]
をＶ字に配置したＶ字形ダイバーシチアンテナを提案する。また、Ｖ字形ダイバーシチ
アンテナをストリートマイクロセル環境に適用する上での最適アンテナ構成をモーメン
ト法を用いて解析し[24]、ダイバーシチ特性のシミュレーション結果を明らかにする
[43]。その結果、ダイバーシチ特性については従来のコリニアアンテナより有効であり、
また、アンテナ傾斜方向ではアンテナ利得が向上することから、ストリートマイクロセ
ルに適したアンテナであることを示す。
　なお本アンテナは、アンテナを２本取り付けてダイバーシチ構成にするための水平腕
木鋼材が不要となり、外見が連続直線的で簡潔になることも特徴である。

3.2.2 3.2.2 3.2.2 3.2.2 3.2.2 非軸対称指向性棒状アンテナの特性非軸対称指向性棒状アンテナの特性非軸対称指向性棒状アンテナの特性非軸対称指向性棒状アンテナの特性非軸対称指向性棒状アンテナの特性
3.2.2.1 放射特性
　通常のコリニアアンテナでは、放射素子に同相で給電すればアンテナ軸に直交する面
に電波を放射させることになり、この各素子への給電位相を少しずつ推移させば放射特
性はチルト（傘型）にさせることができる。放射素子個々の指向特性を無指向形から指



56

向形にしてそれを多段配置し、それらを相互に背面設置して給電位相を個々に調整すれ
ば、アンテナ軸には非対称な放射特性を有する棒状アンテナを構成することができる
[42]。この非軸対称指向性棒状アンテナで、一方の放射素子面（アレーアンテナ）の放
射方向を上方にθv傾かせ、他方のアレーアンテナ放射方向を下方にθv傾かせれば、棒状
アンテナをθv傾かせても水平面内を放射方向とさせることができる。
　モーメント法[24]を用いた計算結果で、放射素子を４段にした場合の垂直面内の放射
特性を図3-2(a)に、水平面の放射特性を図3-2(b)示す。図3-2(a)に示すように棒状アン
テナの傾きを変化させても給電位相を必要移相量に設定することにより、垂直面内指向
特性では水平方向に放射させることができる[43]。
　一方水平面の放射特性については、放射素子４段の場合で傾斜角θvが６°、12°、18°
の時の水平面放射特性が図3-2(b)であり、傾斜角が大きくなるにつれて水平面内指向性
が双指向性となっていく。ただこの場合、傾斜方向に直交する方向（90°、270°方向．以下
水平面内の放射方向をφrと記述）のアンテナ利得が低下しても、傾斜方向（０°、180°方
向．以下アンテナ構成面方向と略）の利得が顕著に増加することにはなっていない。

図3-1 ＰＨＳアンテナ例
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　他方、水平面の特性では素子数の増加により、アンテナ構成面に直交する方向の落ち
込みが大きくなる。放射素子６段の場合で傾斜角θvが６°、９°、12°の時の水平面放射特
性が図3-2(c)で、直交方向（90°方向）の利得低下はθvが12°の時に大きくなっている。
４素子の場合はθvが18°の時に大きな落ち込みになっており、アンテナ構成面に直交す
る方向の落ち込みを少なくするためには、素子数を多くすると傾斜角は大きくできない
ことになる。
　試作した放射素子６段で傾斜角設計値10.5°のアンテナ垂直面放射指向特性は、図3-3

図3-2 非軸対称指向性棒状アンテナの放射指向特性

(a) 垂直面特性（４段スタック）

(b)水平面特性（４段スタック）
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のとおりで、アンテナ軸を傾斜できることを示している。

3.2.2.2 アンテナ利得
　アンテナ構成面方向のアンテナ利得と傾斜角の関係を示した特性が図3-4(a)で、図中
◆印は通常の４段コリニアアンテナのアンテナ利得計算値である。即ち、非軸対称指向
性棒状アンテナについては傾斜させることにより、アンテナ構成面方向の利得を向上さ
せることができ、４段の構成では傾斜角が約12°の時に、通常コリニアアンテナより約
1.5dB高利得にさせることが出来る。それ以上に傾斜させた場合は、アンテナ利得は低下

図3-3 試作６段アンテナ垂直面指向特性

図3-2(c) 非軸対称指向性棒状アンテナの放射指向特性(6 stacks)
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する。また素子数を６段にすると、アンテナ利得が最大になる傾斜角は約９°となる。
　このアンテナは２面のパッチアレーアンテナで構成されており、それぞれの面のアレー
アンテナはその方向の放射特性が水平面になるように各素子への移相が設定されている。
各パッチアンテナからの電波は正面方向だけでなく背面方向にも若干放射される。この
ためパッチアンテナの正面方向の放射波に対して、裏面パッチアンテナの背面方向の放
射波が正相で最も多く合成されるアンテナの傾斜角の場合にアンテナ利得が最大になる。
この模様を示すための図が図3-4(c)(d)で、(c)が傾斜反対側（斜め上の面）のアレーアン
テナのみの場合の真値による放射振幅特性と位相特性で、(d)は傾斜側（斜め下の面）の
アレーアンテナのみによる同様の特性であり、アンテナ傾斜角として６°、９°、12°の場
合を示している。水平面180°方向については、図3-4(c)の主ローブと図3-4(d)の180°
方向付近の小ローブが合成されることになるが、双方の位相関係が同相領域では振幅が

図 3 - 4  非軸対称指向性棒状アンテナのアンテナ利得・半値幅及び真値振幅特性・位相特性

(a) アンテナ利得         (b) 半値幅

( c ) 傾斜反対側アレーアンテナの振幅・位相　( d ) 傾斜側アレーアンテナの振幅・位相
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増加し、逆相領域の場合には減少することになる。アンテナ傾斜角が12°(図中実線）で
は同相領域で利得増となるが、６°の場合（図中破線）では逆相領域となり利得は減少する。
　一方、水平面放射特性における４段アンテナの半値角とアンテナ傾斜角の関係は図3-4
(b)のとおりで、傾斜角が12°の時はアンテナ構成面方向の半値角が100°程度であり、文
献[44][45]で示されているストリートマイクロセルにおける双指向性アンテナの最適半
値角とほぼ対応している。

3 . 2 . 3  3 . 2 . 3  3 . 2 . 3  3 . 2 . 3  3 . 2 . 3  Ｖ字形ダイバーシチアンテナＶ字形ダイバーシチアンテナＶ字形ダイバーシチアンテナＶ字形ダイバーシチアンテナＶ字形ダイバーシチアンテナ
3.2.3.1 アンテナ構成
　移動通信では受信される電波が大きく変動することから、その改善を図るためにアン
テナを複数本設置して同時に受信するダイバーシチ構成にするのが一般的である。無線
アクセス化における最終段のエリア構成としてのマイクロセル区間では、２本の棒状ア
ンテナを垂直に配置したアンテナ構成がよく用いられている。
　そこで、非軸対称指向性棒状アンテナは若干傾斜させることにより、傾斜させた方向
のアンテナ利得を向上させることができるので、ダイバーシチアンテナとして用いる時
の構成をＶ字形に配置する棒状ダイバーシチアンテナを提案する。その構造は図3-5に示
すとおりである。この棒状アンテナはパッチアレーアンテナで構成し、それぞれの細長
い基板上に構成したパッチアレーアンテナを、双方の地板面が向かい合うように接合配
置した構成とする。

図3-5 Ｖ字形ダイバーシチアンテナの構造
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　また、２本のパッチアレーアンテナをＶ字形にすることにより、下方の放射素子は接
近して相互に影響することになる。この影響を低減させるためにパッチアレーアンテナ
の下方に支持柱を設けて、放射素子の接近を防ぐ構成にしている。
　そのため、Ｖ字形ダイバーシチアンテナの設計パラメータとしては
　（1）素子数
　（2）素子間隔
　（3）各素子への給電位相
　（4）Ｖ字開き角（アンテナ傾斜角θv×２）
　（5）支持柱長（ダイバーシチ間隔に関連）
になる。

3.2.3.2　アンテナ設計パラメータ
(1)素子数としては、アンテナ利得のみを向上させるためには多段にすればよい。しかし、
多段にした場合はアンテナ構成面に直交する方向のアンテナ利得の低下が大きくなるた
め、傾斜角は大きくできない。放射素子を６段にした場合の水平面特性である図3-2(c)
では、アンテナ構成面に直交する方向のアンテナ利得の低下は、傾斜角９°で最大利得か
ら10dB低下することになる。一方素子数４段の場合では、傾斜角12°でも最大利得から
７dBの低下に抑えられる。したがって、以降の検討では放射素子４段のアンテナを中心
に検討する。また、特性の比較対象としては従来形のコリニアアンテナとし、素子数を
４段としてアレーアンテナ部の長さも同じものとする。アンテナ間隔はアレーアンテナ
の中心部の距離とし、その間隔も同じにしている。
(2)素子間隔については、素子中心相互の間隔で、図3-6に示すようにアレーアンテナで
は0.8λ付近で利得が最大となるので[46]、ここでは0.8λで計算する。
(3)各素子間の給電位相は、各アレーアンテナにおいて放射方向が水平面になるように各
素子の位相を推移させる。
(4)アンテナ傾斜角θv（Ｖ字開き角／２）
は図3-4(a)に示すように素子数４段では
12°で利得が最大になるので、傾斜角12°
（Ｖ字開き角24°）について検討する。
(5)支持柱長については、Ｖ字形アンテナ
ではダイダーシチ間隔に関係する。ここ
でダイバーシチ間隔とは、アレーアンテ
ナ部の中心相互間の間隔である。非軸対
称指向性棒状アンテナを２本設置した場
合、アンテナ利得についてはアンテナ相
互の影響により棒状アンテナ単体特性か
ら多少変化する。アンテナ構成面方向に
おけるアンテナ利得とダイバーシチ間隔
の関係を図3-7に示す。図中太実線は４段
Ｖ字形アンテナの０°方向（アンテナ傾斜

図3-6 素子間隔と指向性利得
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方向）、太破線は180°方向（後方アンテナ方向）で、アンテナ構成面方向の後方アンテナ
があるためその方向のアンテナ利得は０°方向に比して低下している。この180°方向アン
テナ利得は双方のアンテナが近接すると低下するが、図3-7で示すようにダイバーシチ間
隔が2.4λ以上離れるとアンテナ利得はダイバーシチ間隔にあまり依存しなくなる。図3-
7の細点線は通常の４段コリニアアンテナに対する同様の特性である。
　すなわち、傾斜角12°の４段Ｖ字形アンテナではアンテナ間隔を2.4λ以上離せば、
０°方向アンテナ利得は9.8dB、180°方向は8.3dBを確保でき、かつ通常コリニアアンテ
ナより1.5～３dBアンテナ利得が高くなることを示している。この間隔は支持柱の長さ
では４λに相当することになる。
　ところで、アンテナを２本ダイバーシチ構成に配置した場合の、アンテナ相互の結合
影響を考慮した水平面アンテナ放射特性を図3-8、図3-9に示す。図3-8(a)は放射素子
４段のＶ字形ダイバーシチアンテナにおける支持柱長を４λにした時のアンテナ傾斜角
変化に対する放射特性で、図3-8(b)は放射素子６段、支持柱長６λの場合の同様特性で
ある。図3-9は通常の４段コリニアアンテナについてダイバーシチ間隔に対する特性で
ある。２本のアンテナの相互位置関係により、水平面内の放射特性でアンテナ利得の極
大点が移動している。Ｖ字形ダイバーシチアンテナでは、180°方向の利得は低下するが、
傾斜角12°の場合では利得の極大点は140°方向と220°方向に移動している。また、傾斜
角12°ではアンテナ構成面に直交する方向の低下は少なく抑えられていることもわかる。
　コリニアアンテナにおいても利得極大点が多数現れ、その方向はダイバーシチ間隔に
依存する。図3-8(b)ではダイバーシチ間隔として、λ、2λ、3λの場合を示している。
　なお、移動通信における基地局用アンテナでは、マルチパス受信となる場合がほとん
どであるので、各角度に対するアンテナ利得の偏差は平均化され、問題は生じない。

図3-7 ダイバーシチ間隔とアンテナ利得特性
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　一方Ｖ字形ダイバーシチアンテナの水平偏波成分に対する受信特性については、傾斜
角12°の場合を図3-8(a)に合わせて点線で示す。アンテナ構成面方向がヌル点になってい
るが、それ以外の方向では-10dB程度のアンテナ利得があることを示している。

3 . 2 . 4  3 . 2 . 4  3 . 2 . 4  3 . 2 . 4  3 . 2 . 4  ダイバーシチ特性ダイバーシチ特性ダイバーシチ特性ダイバーシチ特性ダイバーシチ特性
 Ｖ字形ダイバーシチアンテナでは、そのダイバーシチ特性の評価が重要である。そこで

図3-8  Ｖ字形ダイバーシチアンテナ水平面放射特性

(a) ４段Ｖ字形ダイバーシチアンテナ

(b) ６段Ｖ字形ダイバーシチアンテナ
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ダイバーシチ特性を従来のコリニアアンテナと比較するために、以下に示す伝搬モデル
においてダイバーシチ特性の計算を行った[43]。
　伝搬環境は都市内マイクロセル環境を想定し、端末方向から到来する比較的強い波の
成分と、周辺で散乱する成分の重ね合わせで表現した。受信波は送信端末方向から到来
する主要波として、±30°の角度範囲にある一様な広がりを持った６波が到来するものと
し、その振幅は一定であるとした。また散乱波は、到来角が360°にわたり一様な分布で、
振幅が一定、位相は一様分布をする16波が到来するものとした。なお、主要到来波成分
と散乱波成分の電力差ｋファクタはここでは10dBとした。この伝搬路モデルの一例を
図3-10に示す。
　シミュレーションにおける比較の対象とするため、先ず水平偏波成分を考慮せず、電
波はすべて垂直偏波成分であるとしてダイバーシチ利得を計算させた。（これをここでは
到来波垂直偏波計算と表現）。
　一方、マイクロセル都市内伝搬路においてはビル内からの送信となることが多く、この
ような場合においてはビル壁面等による多重散乱の結果、水平偏波が相当成分発生してい
る。都市内伝搬路での特性測定結果から、基地側で受信される電波として水平偏波成分
も多く受信されていることが明らかであるので[8]、計算では電界強度最大軸の傾き(注）

が正規分布の広がりを持つと仮定し、かつ送信端末機が傾斜した状態(45°±15°の範囲で
保持されると仮定）であると想定して計算させた（この条件下での計算を到来波両偏波
成分計算と表現）。

注）電界強度最大軸の傾き：垂直偏波として受信される瞬時電力の真値と、水平偏波
として受信される瞬時電力の真値から、a r c t a n の角度として求めた傾き角 .
参考文献［8 ］の測定結果から電界強度最大軸の角度広がりは標準偏差が 1 7 °あるとし
て計算 .

図3-9 コリニアアンテナダイバーシチ水平面放射特性（４段）
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　シミュレーションにおける評価方法としてのダイバーシチ利得は、理想的選択合成ダ
イバーシチ受信を行ったときの受信電力１％値比較を用いた。これは選択合成ダイバー
シチ受信後の合成受信電力の累積確率１％値と、単一受信での受信電力累積確率１％値
におけるレベルの高い側との差で表している（以下ダイバーシチ利得１％値と記述）[13]
[47]。
　ここではＶ字形ダイバーシチアンテナは放射素子４段構成で、アンテナの傾斜角θvは
12°である。この構成に対して、アンテナ間隔毎に個別素子に対する放射特性を、ダイ
バーシチ構成としたときの相互結合の影響も含めてモーメント法を用いた解析により求
め、ダイバーシチ利得の計算に反映した。通常コリニアアンテナの計算に対するダイポール
アンテナの放射特性についても同様である。

3.2.4.1 コリニアアンテナダイバーシチ特性
　コリニアアンテナをダイバーシチ構成にした場合のダイバーシチ利得計算結果を図3-11
に示す。ここでは、ダイバーシチ間隔とダイバーシチ利得の関係を示しており、ダイバー
シチ間隔は波数で表している。図中細線は到来波垂直偏波計算の計算結果であり、太線
は到来波両偏波成分計算の場合である。ここで主要到来波の方向として、アンテナ構成
面方向と同方向を０°方向とし、その軸に直交する方向を90°方向、その中間である45°方
向についての３通りを示している。
　ダイバーシチ間隔が狭い場合には、到来波の方向がアンテナ構成面方向（０°方向）で
はダイバーシチ利得が低下している。また、ダイバーシチ間隔が1/2波長付近の場合は、
ダイバーシチ利得が増加する傾向がある。これは双方のアンテナで受信される電波の位
相の相関が関係している。逆にダイバーシチ間隔を大きくすればダイバーシ利得も増加
する傾向を示す。電波の到来方向がアンテナ構成面方向から離れた方向ではダイバーシ
チ間隔に依存しない傾向を示す。また、到来波垂直偏波計算の計算結果では、ダイバー
シチ利得は約10dBとなる。　

図3-10 ストリートマイクロセルの伝搬モデル
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　一方、受信される電波の電界強度最大軸が傾いてそれが変動していると想定した到来
波両偏波成分計算ではダイバーシチ利得は低下し、電波の到来方向がアンテナ構成面方
向から離れた方向では約7.5dBとなり、2.5dB程度低下してしまうことを表している。ま
たこの低下量は、２波長以上の間隔では到来波方向には依存していない。
　通常の端末の使用状態では、端末保持者や周辺壁面の影響により電界強度最大軸が垂
直偏波と同等の状態にはあまりならないことから、通常のコリニアアンテナによるダイ
バーシチでは、ダイバーシチ利得は7.5dBとなることである。
　この計算値に対して、都市内の実伝搬路において測定したダイバーシチ特性の測定例
を表3-1に示す。コリニアアンテナとして使用したアンテナはＰＨＳ用双指向性アンテナ
で、測定場所は大阪市中央区である。送信点はビル内１階で、受信点はビルから60m離れ
た路上の高さ６mの位置である。

図3-11  ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾁ間隔とﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾁ利得　(ﾀﾞｲﾎﾟｰﾙ４段）

表3-１　ダイバーシチ利得測定結果

アンテナ種類　　 PHS用ｱﾝﾃﾅ　Ｖ字形ｱﾝﾃﾅ(6素子)

  ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾁ間隔　  3.2λ　　   1.8λ　 　2.5λ　

主要到来波 ０°  6.6(7.5)　  6.0(6.0)   6.9(7.1)

  方向  　45°   7.0(7.7)      -        7.8(7.9)

   単位 dB   ( )内は到来波両偏波成分計算の値
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図3-12 Ｖ字形アンテナのダイバーシチ利得

　表3-1から明らかなように、ビルの中から送信される電波については、伝搬路周辺の建
物壁面等による散乱波が多重合成されて受信されることから、到来波垂直偏波計算の計
算結果より到来波両偏波成分計算の結果のほうがよく合う特性であった。

3.2.4.2 Ｖ字形ダイバーシチアンテナのダイバーシチ特性
　本論文提案のＶ字形ダイバーシチアンテナにおけるダイバーシチ特性を図3-12に示す。

(a)４段スタックアンテナ

(b)６段スタックアンテナ
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図3-13 Ｖ字形ダイバーシチアンテナ相関係数

図中太線は到来波両偏波成分計算の特性で、細線が到来波垂直偏波成分計算の特性であ
るが、顕著な特性が現れる。
　すなわち、垂直偏波成分計算の特性ではＶ字形アンテナもコリニアアンテナと類似の
傾向である。しかし、到来波両偏波成分計算の特性はダイバーシチ利得の低下は一部で、
主要到来波方向が90°方向では垂直偏波成分計算の特性と同程度のダイバーシチ利得を有
している。図3-8(a)に示すように、このアンテナは傾斜しているので水平偏波成分の電
波も受信できることから、ダイバーシチ利得に対しては改善効果を有している。その効
果はアンテナ構成面方向では現れないが、アンテナ構成面方向から離れた方向では利得
増加となり、90°方向については２dB以上の利得増加になっている。
　なおこの効果は、アンテナの傾斜角度に関係しているため、６段のＶ字形アンテナで
は利得最大角が傾斜角９°となって狭くなる。そのため、水平偏波に対するアンテナ利得
が小さくなり、図3-12(b)に示すように４段アンテナに比して改善効果は少なくなる。
　Ｖ字形ダイバーシチアンテナにおける実伝搬路での測定例は表3-1のとおりで、到来波
両偏波成分計算の結果と良い一致を示していた。
　一方、相関係数の傾向についてＶ字形ダイバーシチアンテナ（４段）におけるシミュ
レーション時の特性を図3-13に示す。アンテナ間隔が狭い場合で主要到来方向が０°方向
の場合には相関係数が大きくなるが、アンテナ間隔が広くなる方向や、到来角が０°方向
から離れる方向では相関係数が小さくなっている。この傾向はダイバーシチ利得と逆の
傾向にあることを示している。

3 . 2 . 5  3 . 2 . 5  3 . 2 . 5  3 . 2 . 5  3 . 2 . 5  Ｖ字形ダイバーシチアンテナの受信特性Ｖ字形ダイバーシチアンテナの受信特性Ｖ字形ダイバーシチアンテナの受信特性Ｖ字形ダイバーシチアンテナの受信特性Ｖ字形ダイバーシチアンテナの受信特性
　Ｖ字形ダイバーシチアンテナでは、電波の到来方向がアンテナ構成面方向から離れる
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方向ではアンテナ利得は低下する。しかし、その方向はダイバーシチ利得が増加する特
性を有することから、受信レベルについて改善効果があり、ダイバーシチ受信後の受信
レベルは改善される。その計算結果の特性は図3-14のとおりで、比較のためにコリニア
アンテナの特性も合わせて表している。図3-14では４段コリニアアンテナの単独受信レ
ベルにおける各角度毎の50％値の平均値を０dBとして、４段Ｖ字形ダイバーシチアンテ
ナとコリニアアンテナにおけるダイバーシチ受信時１％値の受信レベルを電波の到来方
向に対する特性として示している（ダイバーシ間隔は双方2.4波長）。図中太実線はＶ字
形ダイバーシチアンテナにおけるダイバーシチ受信時の１％値レベルであり、破線はコ
リニアアンテナにおける１％値レベルである。
　すなわち、Ｖ字形ダイバーシチアンテナではアンテナ構成面に直交する方向のダイバー
シチ受信レベルはダイバーシチ利得が増加するため、レベル低下は少なくなり、コリニ
アアンテナと同程度の受信レベル（ダイバーシチ受信１％値約-14dB)が確保でき、それ
以外の方向に対しては３～４dBレベル改善できていることを示している。
　このことから、水平偏波成分が多く受信される都市内の実環境では、Ｖ字形ダイバー
シチアンテナはコリニアアンテナ以上のダイバーシチ特性となり、ストリートマイクロ
セル環境に適したアンテナ特性を有する。
　加えて、アンテナを２本取り付けてダイバーシチ構成にするための水平腕木鋼材が不
要となり、図3-15に示すように外見が連続直線的で簡潔になることも特徴である。

3.2.6 3.2.6 3.2.6 3.2.6 3.2.6 まとめまとめまとめまとめまとめ
　マイクロセルシステムに用いられる無線装置アンテナとしてＶ字形ダイバーシチアン
テナを提案した。アンテナ特性については、モーメント法を用いた解析によりマイクロ

図3-14　到来方向角に対する受信レベル特性
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図3-15　Ｖ字形ダイバーシチアンテナ

セルに適用する際の最適構成について検討するとともに、マイクロセルにおける伝搬環
境を想定したダイバーシチ特性のシミュレーションによりダイバーシチ特性の検討を行っ
た。
　その結果、放射素子４段構成、傾き角が12°で支持柱長を４波長とすると、アンテナ構
成面方向のアンテナ利得は10dBiになることを示した。
　また、ダイバーシチ効果については、都市内伝搬を想定した多重散乱による水平偏波
成分が多く発生している条件下では、アンテナ構成面方向から角度を有する方向ではコ
リニアアンテナよりダイバーシチ利得が高くなることを明らかにした。総合の受信特性
としてダイバーシチ受信レベル１％値では、コリニアアンテナに比してＶ字形ダイバー
シチアンテナでは、アンテナ構成面に直交する方向では同程度、それ以外の方向に対し
ては３dB以上の改善が図れることを明らかにした。これらの事から、Ｖ字形ダイバーシ
チアンテナはストリートマイクロセルにおけるアンテナとして有効である。
　またその外見は、ダイバーシチ構成にするための水平腕木鋼材が不要となり、連続直
線的で簡潔であることも特徴である。
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３．３．３．３．３．３　傾斜地に適した基地局用アンテナ３　傾斜地に適した基地局用アンテナ３　傾斜地に適した基地局用アンテナ３　傾斜地に適した基地局用アンテナ３　傾斜地に適した基地局用アンテナ

3.3.1 3.3.1 3.3.1 3.3.1 3.3.1 はじめにはじめにはじめにはじめにはじめに
マイクロセルシステムにおける基地局は電話ＢＯＸの上、道路沿いの電柱、専用ポー
ル、ビルの屋上、地下街あるいは屋内の天井、等の様々な場所に設置されることが多い
[30][48]。このように、いろいろな場所に基地局が設置されているため、基地局アンテ
ナが設置される高さはそれぞれ異なり、設置環境についても、ビルに囲まれていたり、自
由空間に置かれていたりして様々である。これは電波伝搬環境の上からも全く異なる環
境に置かれていることとなり、マイクロセルシステムのセル半径は100～500m程度と場
所によって異なっている。
このマイクロセルシステムに用いる基地局アンテナとしては、設置の容易さ、低価格等
の理由から、通常水平面内の指向性が無指向性であるコリニアアンテナ等の棒状の簡易
なアンテナが用いられている。しかし、上述のように、照射するマイクロセルの大きさ
は、設置環境、電波伝搬環境によって異なるため、すべての設置場所において、必ずし
も水平面内無指向性のコリニアアンテナが最適ではない。
　例えば、ストリートセル[41]のように、アンテナの設置高がビルの高さよりも低く、ビ
ルに囲まれている道路沿いにアンテナを設置した状況においては、水平面内無指向性よ
りもむしろ道路方向に指向性を持つ双指向性アンテナが望ましいことが報告されている
[33][44]。文献[33]および[44]によれば、ストリートセル基地局に双指向性アンテナを
用いたとき、同じ長さのコリニアアンテナに比べて、セル長が約30～40%伸びることが
報告されている。
このように、基地局アンテナは設置環境に応じてそこに適した放射指向性を持たせるこ
とが望ましく、これによりセルの最適配置が可能となり、基地局設置コストの削滅にも
寄与できるのである。
　本節では、傾斜地に適した棒状アンテナ[49]について述べ、２GHz帯で試作したアンテ
ナを用いて、実伝搬路における効果を明らかにした緒果について説明する。提案したア
ンテナは非軸対称指向性を有する棒状アンテナであり、以下、3.3.2で傾斜地に位置する
マイクロセル基地局アンテナに要求される指向性を明らかにし、3.3.3で提案した非軸対
称指向性を有する棒状アンテナについて述べる。3.3.4では２GHz帯で試作したアンテナ
の構造および特性について述べ、3.3.5でこの試作アンテナを用いたときの実伝搬路での
効果を明らかにし、提案したアンテナの有効性を示す。

3.3.23.3.23.3.23.3.23.3.2　傾斜地基地アンテナに要求される指向性　傾斜地基地アンテナに要求される指向性　傾斜地基地アンテナに要求される指向性　傾斜地基地アンテナに要求される指向性　傾斜地基地アンテナに要求される指向性
移動通信のサービスを提供する地域としては平地のみではない。丘陵の上部に至る傾斜
地に対してマイクロセル構成でエリアを構築する場合、水平方向の指向性を有するアン
テナでは谷側方向に対しては不要な遠方電波を多数受信してしまう。一方、山側に対し
ては電波が上方向へは向かわないので、エリアとしては小さなエリアになってしまう。こ
の模様を図3-16に示す。
傾斜地に位置する基地局に通常のコリニアアンテナあるいはビームチルト型のコリニア
アンテナを設置すると、平坦地で用いる場合に比べて、基地局アンテナが照射するエリ
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アは小さくなるか、または非対称になり、通常のセル設計が容易に出来なくなる。図3-16
では、黒塗り楕円が通常のコリニアアンテナのアンテナパターンイメージで、灰色楕円
が下方に放射特性を有するビームチルトアンテナのパターンイメージである。谷側に対
しては、黒塗り楕円では電波放射方向が遠方を向くため、斜め下方に対して電波が弱く
なりエリア長を長くさせることができない。逆に、遠方からの不要波が多数到来するこ
とになり、CNRの点からもエリア長は更に短くなると考えなければならない。上方に対し
ては、アンテナの指向方向は傾斜地の地面方向を照射することになり、同じようにエリ
ア長は短くなる。
一方、ビームチルトアンテナでは図の灰色楕円が示すように、傾斜地谷側については、
電波が傾斜地に沿って伝搬することになってエリア長は確保できることになり、かつ遠
方からの到来波を抑制する方向であるため、CNR劣化は少なくてすむ。しかし、山側に対

図3-16 通常のアンテナの放射指向牲とセル長

図3-17 提案アンテナの放射指向牲とセル長
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しては、アンテナの指向特性が下方に向いているため、通常コリニアアンテナより更に
エリアは小さくなってしまう。
したがって、基地局アンテナの放射指向特性は、図3-17に示すように地面に対して概
ね平行となるようなアンテナが好ましいことになる。傾斜地においては図3-17の左側の
ように地面に平行になるように、また、傾斜地の上端においては図3-17の右側のように、
谷側は傾斜角に応じた方向に、平坦領域に対しては水平方向にビームが向いていること
が望ましい。すなわち、基地局アンテナの指向性は、アンテナの「棒」に対して、回転
対称な指向性を持たせるのではなく、いわゆる非軸対称な指向性を持つことが有効であ
る。しかしこの特性は、従来のコリニアアンテナタイプのアンテナでは実現できない。

3.3.3 3.3.3 3.3.3 3.3.3 3.3.3 非軸対称指向性を有する棒状アンテナ非軸対称指向性を有する棒状アンテナ非軸対称指向性を有する棒状アンテナ非軸対称指向性を有する棒状アンテナ非軸対称指向性を有する棒状アンテナ
3.3.3.1 アンテナ構成と計算モデル
非軸対称放射指向特性を有する棒状アンテナの所要特性を得るために、ここでは異なる
放射指向特性を有する２種のアンテナの指向特性を合成する。ここで、各々の放射指向
特性が互いに半空間のみに存在すれば、各々の指向性の合成により所望の指向特性が実
現できるが、通常は放射指向特性として背面方向にも指向性を有しているため、各々の
アンテナとの結合のために指向特性は変化し、所要指向特性を得ることは容易ではない。
非軸対称放射指向特性を持たせるアンテナ構成を図3-18に示す。ここでは計算の簡易
化のために、細幅の金属板の両面に2つのダイボールアレーアンテナを設けた構造につい
て考える。ダイポールアレーアンテナ（アレーＡおよびアレーＢ）の素子は、各々異な

図3-18 アンテナ構成
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る位相で励振し、アレーＡとアレーＢの出力は、相対位相差αで合成する。
金属板の効果を確かめるために、図3-19に示す計算モデルによりモーメント法を用い
て数値解析を行う。金属板は図3-19に示すようにｙｚ面に置かれているものとし、ダイ
ポールアレーアンテナＡおよびＢは、金属板から0.1波長離れたｘｚ面内に、ｚ軸と平
行に置かれているとする。金属板は、幅0.2波長、高さ４波長としており、11本の細い
ワイヤで近似している。また、ダイポールアレーアンテナは４素子のダイポールアンテ
ナで構成し、素子間隔は0.7波長とする。ダイポールアンテナは、直径0.0019波長の細
いワイヤで近似する。ここで、アレーＡの主ビームの方向はｘ軸から角度θAだけ上の方
向に、一方、アレーＢの主ビームの方向はｘ軸から角度θBだけ下の方向に向いているも
のとする。

3.3.3.2 斜め双方向にビームを持つ場合
上記の計算モデルに対してモーメント法を用いて解析した結果を図3-20以降に示す。
ここでは、傾斜地に設置する場合を考慮して簡略化するために、ビームシフト角θ0は上
方向下方向を同じ角度とする。すなわち、図3-19のＡ方面x軸からθ0上方向とＢ方面-
x軸からθ0下方向にビームを持つ場合(θA=θB=θ0)について考える。
アレーＡおよびアレーＢのn番目素子の励振位相ψA、およびψBは、式(2-51)から各々
　　　ψA=α -ψ0(n -1)　 　　　　　　　　(3-1)
　　　　ψB=ψ0(n -1)　　　　　　　　　　　 (3-2)
とする。ここで、ψ0はビームシフト角θ0に対応した隣接素子間の遅れ位相差、αはア
レーＢに対するアレーＡの相対遅れ位相差である。

図3-19 計算モデル
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　図3-20に、相対遅れ位相差αに対するアレーＡおよびアレーＢの主ビーム方向θ0の指
向性利得、金属板面内（ｙｚ面、φ=90°）の最大利得、および水平面内（ｘｙ面、θ=90°）
の最大利得を示す。ここで、素子数は４素子、素子間隔はO.7波長、ψ0=30°としている。
図3-20から明らかなように、α=90°のとき、アレーＡとアレーＢの平均励振位相は等
しく無指向性が得られる。
一方、α=270°のとき、アレーＡとアレーＢの平均励振位相は異なり、このとき斜め面
内に双指向性が得られる。このときの放射指向特性を、図3-21に示す。図3-21(a)は
α=90°のとき、図3-21(b)はα=270°のときを示している。図3-21から明らかなように、
α=90°および270°のときの主ビーム方向θ0は、８°および５°であり、最大指向性利得
は、7.8dBiおよび9.5dBiである。
同様に、水平面内(ｘｙ面、θ=90°)に第1ナルを持つようにψ0=90°としたとき、斜め
面内に双指向性を有し、水平面内に零指向性を有する。ここで、α=90°および270°とす
ると、アレーの平均位相は各々逆位相および同位相となる。このとき最大利得はほぼ等
しくなっている。α=90°のときの放射指向特性を図3-22に示す。このとき、主ビーム方
向θ0は、20°であり、最大指向性利得は、8.4dBiである。
なお、ここでは４素子で、素子間隔が0.7波長の場合について示したが、素子数、素子
間隔が異なる場合でも同様である。

3.3.3.3 水平方向と斜方向にビームを持つ場合
　傾斜地の上端部に基地局を設置する場合、すなわち、アレーＡとアレーＢの主ビーム
方向が、各々θA=0、およびθB=θ0方向である場合について考える。アレーＡおよびア
レーＢのn番目の素子は、各々、ψA＝α、およびψB=ψ0(n -1)の位相で励振されてい

図3-20　斜め双方向にビームを持つ場合の位相差αと指向性利得との関係
(ψ0=30°の場合)
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る。ここで、ψ0=90°としたとき、図3-22で示したように、水平面内方向にナルを生じる。
α=135°のとき、αはアレーBの平均励振位相と等しく、α＝315°のとき、これらは異
なるが、最大指向性利得はほぼ同じとなる。α＝135°のときの放射指向特性を図3-23に
示す。このときアレーＢの主ビーム方向θ0は、20°であり、アレーＡおよびアレーＢの
最大指向性利得は、各々9.0dBiおよび8.1dBiとなる。

3.3.4 試作アンテナの構成と特性
上記で提案した非軸対称指向性を有するアンテナの実現性を碓認するために、２GHz帯
で試作した。試作に際して、作り易さの観点からマイクロストリップアレーアンテナを
背面結合した構成とした。さらに、実用アンテナの利得を考慮して、ここでは素子数を
６素子、素子間隔を0.9波長に選んでいる。また、水平方向の干渉を低減させるために水

図3-21　斜め双方向にビームを持つ場合の放射指向性
(ψ0=30°の場合)

(1) Vertical plane         (2) Vertical plane        (3) Horizontal plane
    ( φ = 0 °)　　　　　　　　( φ= 90 °)
                      　　 (a) (a) (a) (a) (a) ααααα= 90 = 90 = 90 = 90 = 90 °°°°°

(1) Vertical plane         (2) Vertical plane        (3) Horizontal plane
    ( φ = 0 °)　　　　　　　　( φ= 90 °)
                      　　 (b) (b) (b) (b) (b) ααααα = 270 = 270 = 270 = 270 = 270 °°°°°
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平方向に第１ナルが向くように、隣接素子間の遅れ位相差をψ0=60°とし、アレーＢに対
するアレーＡの相対遅れ位相差αを、斜め面内に双指向性を持つようにα＝270°に選ん
でいる。試作したアンテナの直径は約30mm、長さは約900mmである。
図3-24に試作したアンテナの放射指向性の実測値を示す。垂直面内のビーム幅は約
11°、ビームシフト角も同じく約11°である。斜め面内のビーム幅は約90°である。実測利
得は8.1dBiであった。

図3-22 斜め双方向にビームを持つ場合の放射指向性
(ψ0=90°、α=90°の場合)

図3-23 水平方向と斜方向ににビームを持つ場合の放射指向牲
(ψ0=90°α=135°の場合)

(1) Vertical plane         (2) Vertical plane        (3) Horizontal plane
    ( φ = 0 °)　　　　　　　　( φ= 90 °)

(1) Vertical plane         (2) Vertical plane        (3) Horizontal plane
    ( φ = 0 °)　　　　　　　　( φ= 90 °)
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図3-25　測定環境

3.3.5 実伝搬路における特性
提案したアンテナの有効性を明らかにするために、上記の試作アンテナを用いて、実伝
搬路において伝搬実験を行った。測定環境は、図3-25に示すとおりである。測定は冬季
におこなったため、落葉樹はあるもののほぼ見通し内環境にある。
　図3-26および図3-27に、試作アンテナと従来のコリニアアンテナの受信電界強度の距

図3-24 試作アンテナの放射指向性(実測値)

(a)基地局

(b)基地局から伝搬
方向を望む

(1) Vertical plane         (2) Vertical plane        (3) Slant plane
    ( φ = 0 °)　　　　　　　　( φ= 90 °)
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図3-27 実伝搬路における受信電界強度の距離特性
(実測値、傾斜角が10.5°の場合)

図3-26 実伝搬路における受信電界強度の距離特性
(実測値、傾斜角が5°の場合)

離特性を示す。図3-26は傾斜角が5°の場合、図3-27は傾斜角が10.5°の場合を示してい
る。
　図3-26および図3-27から明らかなように、傾斜角5°および10.5°の傾斜地のセルエッ
ジ付近で、従来のコリニアアンテナを用いる場合に比べて、各々、4dBおよび7.5dB高い
受信レベルが測定された。すなわち、傾斜角の大きな傾斜地においては電界強度の改善
効果が大きいことを確認した。
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3.3.6 まとめ
傾斜地に適した棒状アンテナとして、非軸対称指向性を有する棒状アンテナを提案し、
2Gz帯での試作によりアンテナ特性を確認した。また、実伝搬路における受信電界強度の
距離特性を従来のコリニアアンテナを用いた場合と比較することにより、有効性も明ら
かにした。
　試作したアンテナは、水平方向の干渉を押さえるために水平方向が第1ナルとなるよう
に設計してあり、水平面方向からの干渉も低減できる。実伝搬路における伝搬測定の結
果、傾斜角５°および1O.5°の傾斜地のセルエッジ付近で、従来のコリニアアンテナを用
いる場合に比べて、各々、4dBおよび7.5dBの高い受信レベルを実現できた。これは、セ
ル長に換算すると、約30～ 50%程度セル長を長くできることである。
　このことから、セル端付近の電界強度を改善することができる。あるいは、セル設計
においては、セル配置を効率的に行うことができることになる。
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３３３３３..... ４　ビームチルトダイバーシチアンテナ４　ビームチルトダイバーシチアンテナ４　ビームチルトダイバーシチアンテナ４　ビームチルトダイバーシチアンテナ４　ビームチルトダイバーシチアンテナ

3.4.1 3.4.1 3.4.1 3.4.1 3.4.1 はじめにはじめにはじめにはじめにはじめに　
　マイクロセルによる移動通信ではビル屋上等に基地局を設置する場合が多い。この場
合、周辺基地局通信に対する干渉や遠方からの不要波を軽減させるため、アンテナの垂
直面指向性利得特性において、水平方向の指向特性をナル領域にさせるビームチルトア
ンテナを用いる場合が多い。このビームチルトアンテナにおいては、垂直面内の水平方
向以外に斜め下方にも指向性利得特性でナル領域が発生していることから、アンテナ直
下でのナル方向領域においては電界が大きく低下することになり、基地局直下では低電
界領域になりやすい。特にビルが密集していない開空間が広い地域では直接波を受信す
る場合が多く、受信特性としてはアンテナの垂直面指向性利得特性がそのまま顕著に現
れる場合がある。
　つまり、ビームチルトアンテナにおける垂直面指向性利得特性では周期的にナルとな
る方向があり、その方向では電界が大幅に低下する。またこのナル領域は、アンテナ放
射素子の間隔等により、その方向を異ならせることができる。
　本節では、ナル領域における電界低下を改善するためのビームチルトダイバーシチア
ンテナについて説明する。１本の棒状アンテナ内でダイバーシチ構成をとる２系列のア
ンテナにおいて（ハイトダイバーシチ形）、双方のアンテナの垂直面内放射方向における
ナル方向を異ならせ、お互いに補完できる特性を有するダイバーシチアンテナを提案す
る。ここでは、その基本構造と、動作原理、及びその効果を計算で求めるとともに、製
作したアンテナ特性、実伝搬路での測定結果からその効果を確認した[49][50]。
　

図3-28 ビームチルトアンテナ垂直面指向特性
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3.4.2 3.4.2 3.4.2 3.4.2 3.4.2 ビームアンテナの指向特性ビームアンテナの指向特性ビームアンテナの指向特性ビームアンテナの指向特性ビームアンテナの指向特性
　　マイクロセルによる移動通信方式での基地局用アンテナでは、そのサービスエリア
の確保と高品質化のために放射素子をアレー配置してアンテナとしての高利得化を図っ
ている。そのようなアンテナでは、垂直面内の指向性利得特性で高俯角方向に多くの
ローブが現れるとともに、その間には電界が極端に低下するナル方向が発生してしま
う。
　分かりやすい例として、放射素子４段のビームチルトアンテナの垂直面指向特性計算
例を図3-28に示す。この特性例では、水平方向及び、鉛直軸からの偏角125°付近、145°
付近がナル方向になっている。このような特性を有するアンテナをただそのまま２段配
置するハイトダイバーシチ構成とした場合、ナル方向が同方向となるため、その方向か
らの電界は大きく低下したものとなる。
　ビル屋上で地上高42mの位置に従来のビームチルトアンテナを設置して測定した、受
信電界距離特性測定例を図3-29に示す。ここで、実線はハイトダイバーシチアンテナ（図
3-30の構成）における上段のアンテナによる特性を(Upper)、破線は同一アンテナ系内の
下段のアンテナによる特性である(Lower)。図の横軸は基地局からの水平距離であるが、
70m付近に上段アンテナ、下段アンテナ双方の大きな落ち込みが発生していることがわか
る。

3.4.3 3.4.3 3.4.3 3.4.3 3.4.3 アンテナ構成と設計法アンテナ構成と設計法アンテナ構成と設計法アンテナ構成と設計法アンテナ構成と設計法
3.4.3.1 アンテナ構成
　アレーアンテナにおいてサイドローブ位置及びナル位置はアンテナの実効寸法により
決まる。すなわちその位置は放射素子の間隔により周期的に変化することになる。
　そのため、ハイトダイバーシチアンテナ構成においては、上段アンテナと下段アンテ
ナがあることから、それぞれのアンテナの放射方向、ナル方向をずらせることにより、

図3-29 受信レベル距離特性
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実効的に電界低下領域を解消させることができる。 アンテナの概略構成を図3-30に示す。
（以下この改良ビームチルトダイバーシチアンテナを改良ＢＴＤＡと略記する）
１本の棒状アンテナの中に２群の放射素子があり、通常はその放射素子間隔ｄを両群と
も同じにするが、本提案ではｄを異ならせて最適間隔に設定することにする。
　すなわち、上段アンテナのサイドローブ方向と下段アンテナのナル方向を一致させる
ことにより、ダイバーシ受信した場合には低電界にならないようにする方法である。
　
3.4.3.2 設計方法
　一般的にアレーアンテナにおけるサイドローブの方向θmと、ナル方向θnは次式で表
される[51]。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (3-3)

　　　　　　           　　　　　　　　　　　 (3 -4)
　
ここでd は素子間隔、N は素子数、φ0は隣接素子間の位相差、λは波長、m は自然数で
ある。
　上段及び下段のアレーアンテナの素子間隔をd1、d2とし、素子数をそれぞれN1、N2と
し、上段のアレーアンテナのサイドローブの方向θmと、下段のアレーアンテナのナルの
方向θnを一致させる。この時、素子間隔d1及びd2の比は次式となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3-5)

図 3-30 ハイトダイバーシチアンテナ概略構成

           λ    (2m +1)π
θm= sin-

1{     (        +φ0 )}           2πd     N

           λ    2mπ
θn= sin-

1{     (     +φ0 )}           2πd   N

     2mπ
         +φ0d 2    N 2   =
d 1   (2m +1)π             +φ0       N 1
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　ここで同相励振した場合は、φ0=0として、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3-6)

となる。
　一方、ビル屋上に置するアンテナでは遠方基地局からの干渉を抑圧することが必要で
ある。そのためには水平方向をナルにすることから、隣接素子間位相差はφ0=2π/Nと
すると、次式に書き換えられる。
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3-7)
　　　
　今、ダイバーシチアンテナを構成する２群のアレーアンテナにおいて、その放射素子
数と素子間隔との積の比N2d2/N1d1を式(3-7)の値にすると、素子数N2で素子間隔d2の
アレーアンテナの第ｍ番目のサイドローブと、素子数N1で素子間隔d1のアレーアンテナ
の第ｍ番目のナル方向を一致させることができる。
　なお、mの値はナルが受信レベル低下に及ぼす影響の大きい１～３が有効である。
　例として、素子数N=6、m=2 の場合では上下のアンテナの素子間隔比は d1/d 2=6/7と
なり、d1=0.9λとしたとき、 d2=0.77λとなる。
　この場合について、モーメント法により計算させた垂直面内指向性利得特性を図3-31
に示す。本図からも明らかなように、遠方方向から到来することになる水平方向（偏角
90°方向）はナルになっている。また、上段アンテナの２番目サイドローブと下段アンテ
ナの２番目のナルが同一方向となっており、一方のアンテナにおける電界が低下する状
態でも他方のアンテナでは電界が確保できている状態になっているため、ダイバーシチ
受信することにより、電界低下を抑制できることがわかる。同様に素子数N =8の場合の

図3-31(a) 改良ビームチルトダイバーシチアンテナの垂直面指向特性(６段）

N2 d2    2m      =
N1 d 1   2m +1

N2 d2   2(m +1)      =
N1 d 1   2m +3
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特性を図3-31(b)に示すが、ナル方向が交互に現れている。

3.4.3.3 指向性利得とチルト角特性
　アレーアンテナにおいては素子間隔により、アンテナ利得は若干変化する。その計算
結果を図3-32(a)に示す。素子数６における素子間隔d1=0.9λ、d2=0.77λの場合のアン
テナ利得は、それぞれ9.9dB、9.5dB となり、利得差は 0.4dBのみである。
　一方、水平面内をナル方向と一致させるビームチルトアンテナでは主ビームの方向
（チルト角）は素子数に大きく依存するが、素子間隔にも関連する。この関係を図3-32

図 3-31(b) 改良ビームチルトダイバーシチアンテナの垂直面指向特性（８段）

図3-32(a)　アンテナアレーの素子間特性(アンテナ利得)
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(b)に示す。
　同様に前述例d1=0.9λ、d2=0.77λの場合のチルト角は、それぞれ10.5°、12.3°とな
り、下段アンテナは1.8°下方を向くことになる。

図3-33 試作改良ＢＴＤＡ垂直面指向性利得特性

図3-32(b)　アンテナアレーの素子間特性(チルト角)
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図3-34 実測受信電界特性

3.4.4 3.4.4 3.4.4 3.4.4 3.4.4 アンテナ特性と受信電界特性アンテナ特性と受信電界特性アンテナ特性と受信電界特性アンテナ特性と受信電界特性アンテナ特性と受信電界特性
　この改良ＢＴＤＡについて、素子数N =6、m =2 、d1=0.9λ、 d2=0.77λとして試作し
たアンテナの垂直面内指向性利得特性を図3-33に示す。アンテナ利得として8.6dBiが得
れたこと、放射特性も理論特性と一致していることから、所期の特性のアンテナを実現
できた。
　このアンテナを前述図3-29の測定と同じ状態で測定した特性を図3-34に示す。図3-34
からも明らかなように、電界ナル点は、上段アンテナについてはビルから90 m付近に、下
段アンテナでは70 m付近に現れるが、ダイバーシチ受信すれば受信電界の改善が図れる
ことを表している。　

3.4.5 3.4.5 3.4.5 3.4.5 3.4.5 改善効果改善効果改善効果改善効果改善効果
　基地局高に対して、必要レベル以下となる範囲を求めるために２波モデルシュミレー
ションにより、計算させた結果を図3-35に示す。ここでの累積距離とはシュミレーショ
ンした水平距離０m～ 300m の範囲における必要レベル以下となった距離の合計値であ
る。
　すなわち、地上高40mの場合、必要レベル以下となる累積距離は従来アンテナが25m
の範囲であるのに対して、改良ＢＴＤＡでは７m程度と減少しており、不感地となる確
率も8.3% から 2.3%(300m の範囲）と改善されている。このように、ビームチルトアン
テナを多重散乱波受信を期待しにくい開放地に設置した場合、垂直面内指向性利得特性
のナル方向での受信電界低下を改善できることを確認した。
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図3-35 基地局高と改善効果

3.4.6 3.4.6 3.4.6 3.4.6 3.4.6 まとめまとめまとめまとめまとめ
　開空間が広い地域でのアンテナ直下における電界低下を改善させるため、ビル屋上等
設置でよく使用されるビームチルトアンテナのナル方向を異ならせるアンテナを提案
し、実伝搬路での特性を確認して、その効果を明らかにした。
　地上高40mの場合、従来アンテナでは不感領域が 25mであった範囲が、改良ＢＴＤＡ
では７m程度と1/3に低減できた。すなわち、多重散乱波受信を期待しにくい開放地に
おける、基地局アンテナのナル方向受信に対して受信電界を大幅に改善できることを確
認した。ビームチルトアンテナを適用する場合、改良ＢＴＤＡは有効である。
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３３３３３ ..... ５　むすび５　むすび５　むすび５　むすび５　むすび

　マルチパス伝搬環境となるセル半径の小さな（マイクロセル）移動通信システムのアン
テナとして、その伝搬環境やエリア構成法を考慮したアンテナ構成法を研究して提案し
た。
　アンテナ高が20m程度以下であるセル構成のところでは、電波は多くの交差偏波を含ん
だ状態になっていることから、このような伝搬環境を考慮し、最適ダイバーシチアンテ
ナとしてＶ字型に配置した棒状ダイバーシチアンテナを提案した。その結果、アンテナ
利得についてはアンテナ傾斜方向では利得の向上が図れること、又、ダイバーシチ利得
については従来のコリニアアンテナより効果があることを示し、ダイバーシチ受信レベ
ル１％値では３dB以上改善でき、マルチパス伝搬環境下のマイクロセル構成に適した特
性であることを示した。
　また、傾斜地に適した棒状アンテナとして、非軸対称指向性を有する棒状アンテナを
提案し、受信電界強度の距離特性を従来のコリニアアンテナを用いた場合と比較すると、
傾斜角５°および10.5°の傾斜地のセルエッジ付近で、従来のコリニアアンテナを用いる
場合に比べて、各々、4dBおよび7.5dB高い受信レベルを実現でた。
　一方、ビル屋上にアンテナを設置する場合に使用するビームチルトアンテナにおいて、
ヌル方向領域における電界低下を改善するためのビームチルトダイバーシチアンテナにつ
いて、その基本構造と、特性概念を示し、その効果を計算で求めるとともに、製作した
アンテナの特性、実伝搬路での測定結果からその効果を確認した。
　以上の結果から、種々の伝搬環境においても、それぞれの伝搬環境に適したアンテナを
用いることにより、サービスエリアの最適化、通信品質の向上が図れることを明らかにし
た。
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第４章リアウインドウ貼付形高感度ダイバーシチアンテナ第４章リアウインドウ貼付形高感度ダイバーシチアンテナ第４章リアウインドウ貼付形高感度ダイバーシチアンテナ第４章リアウインドウ貼付形高感度ダイバーシチアンテナ第４章リアウインドウ貼付形高感度ダイバーシチアンテナ

４４４４４..... １１１１１     まえがきまえがきまえがきまえがきまえがき

　地上デジタルテレビ放送の普及を官民ともに推進する状況にある。乗用車内の機器に
も液晶ディスプレーが使用されることが多く、表示機器としては乗用車内も精細映像を
見やすくなる状況になりつつある。そのため乗用車内で地上デジタルテレビが見れるよ
うになることへの要望は大きくなると考えられる。この場合、地上デジタルテレビを受
信するアンテナを乗用車に取り付ける必要があるが、乗用車には突起物を付けない傾向
にある。そのためアンテナを簡単に取り付ける方法として、リアウインドウに放射素子
を貼付する構成において、車体構造や除霜用熱線の影響を考慮したアンテナとしての放
射指向特性の検討を行い、路上実測による特性の確認を行った。その結果、リアウイン
ドウ左右端に貼付するモノポールアンテナのグランドワイアとして熱線を活用するアン
テナ構成にすることによって、放射指向特性として斜め前方方向に対しても受信できる
特性になり広角度化が図れること、またアンテナ利得では半波長ダイポールに比して実
測中央値で2.5dB 高利得であったことを示す。
　併せて熱線面中央に重畳して八木宇田アレー構成のアンテナを貼付することにより、
車両進行方向の利得を向上できることを示す。これらのアンテナを組み合わせたダイ
バーシチ構成についてその効果を計算機シミュレーションにより求め、車体による遮蔽
効果が軽減されて進行方向に対しても改善が図られ、車両内組み込みアンテナとして指
向特性上有効であることを示す。

４４４４４..... ２２２２２     乗用車リアウインドウアンテナ乗用車リアウインドウアンテナ乗用車リアウインドウアンテナ乗用車リアウインドウアンテナ乗用車リアウインドウアンテナ

4.2.1 4.2.1 4.2.1 4.2.1 4.2.1 はじめにはじめにはじめにはじめにはじめに
　地上デジタルテレビ放送が2003年12月より東名阪三大都市圏において開始された。そ
のため今後は、固定したテレビ受像だけではなく、乗用車内でも鮮明なテレビ映像が見
られるようにする要望が強くなってくる。
　地上デジタルテレビ放送の移動受信アンテナに関しては文献[52]～[54]で報告されて
いる。この研究ではアンテナを車体側面の窓に貼付する形式が提案されている。しかし、
乗用車ではサイドウインドウのサイズが小さく、また可動するため、サイドウインドウ
への設置は難しい。一方多くの乗用車では、現在ＦＭラジオアンテナを含むアンテナ類
はリアウインドウに取り付けられている。しかし、リアウインドウにはアンテナに加え
て除霜用熱線が配線されているため、アンテナ指向性が影響を受け、その結果水平方向
利得が大きく低下するという問題がある。また車体により一部遮蔽されるため、車両進
行方向（フロント方向）に対するアンテナ利得が低下する。
　そこで本研究では、リアウインドウへのモノポールアンテナを貼付するための形状及
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び位置について、車体構造を考慮して車体天井の支持柱を活用する方法（ピラー活用法）、
並びに熱線が存在する状態での有効な方法を検討する。そして、熱線を地線として用い
るリアウインドウ貼付1/4波長モノポールアンテナが有効であることを明らかにする。モ
ノポールをリアウインドウの左右端に貼付し、熱線を地線として組み合わせることで，フ
ロント方向の斜め前方方向に対しても受信できる特性になって広角度化が図れ、かつ、水
平方向の利得が改善できる。また、フロント方向に対しては、車体による一部遮蔽の影
響を改善するため、更に八木宇田アレー構成アンテナのリアウインドウへの貼付を検討
する。これらのアンテナ構成の特性を実際の路上で測定し、計算の妥当性について検証
する。

4.2.2 4.2.2 4.2.2 4.2.2 4.2.2 アンテナの構成アンテナの構成アンテナの構成アンテナの構成アンテナの構成
　車窓に取り付けるアンテナとしては、視界を妨げる構造にはできないし、水平偏波の
受信が主になるので、アンテナも水平に配置することになる。その取り付け位置として
は、車体に突起物を付けない形状を考慮すると窓ガラスにアンテナを貼付する構成が有
効である。ドアの窓や開閉式構造の窓では給電線の接続が容易でないことから、取り付
けを想定する窓としてリアウインドウを中心に検討する。アンテナ設置位置の概念は
図4-1のAnt.R,Ant.Lに示すとおりで、リアウインドウの上部両側を前提とする。
　地上デジタルテレビ放送の周波数は500MHz帯(470～710MHz)である。アンテナとして、
モノポールに対する地板としてピラーを利用する形態と、リアウインドウは除霜用熱線
が配線される場合が多いので熱線を地線に活用する形態を想定する。

4.2.3 4.2.3 4.2.3 4.2.3 4.2.3 計算条件計算条件計算条件計算条件計算条件
　計算の対象としての自動車構造は主に乗用車形を想定し、リアウインドウにモノポー
ルアンテナを貼付する構成を考える。窓ガラスは45°の傾斜面を有すると仮定し、その

図4-1　アンテナモデルとワイヤフレームモデル
（図中寸法記号はpp.93 の脚注２参照）
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傾斜ガラス面上にモノポールがある状態とする。車体構造をワイヤグリッドモデルで近
似する形状は図4-1のとおりである。
　また、通常の自動車のリアウインドウは平面ガラスではなく、湾曲面ガラスであるた
め、ここでは図4-1に示すように、リアウインドウの左右端を中央部よりフロント方向
に偏位させる。そのため、モノポールはX軸とは同一方向とはならず、約20°偏角した
状態になる。
　ワイヤグリッドは、モノポールの近傍ではその間隔をλp/12とし（モノポール接続部
はλp/24)、アンテナから離れた位置ではλp/6 間隔、車底、座席はλp/3 間隔とする。
(注2)

図 4-2 ピラー活用形アンテナ放射指向特性

(a)水平面指向特性

(b)放射素子位置差による垂直面指向特性

注2.ここで計算に使用した周波数はfp=500MHz 、波長はλp=600mmである。図１のリアウインドウ寸法
は、上幅Wt=1400mm下幅 Wb=1700mm、天井トランク端間水平間隔Dw=400mm、同垂直間隔 Hw=400mmであり、
天井面の全長はLt=2000mmである。また、ピラーの水平方向幅はWp=250mmであるが変化させる場合もある。
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　そして、モノポールと車体との位置関係から、アンテナの放射指向特性をモーメント
法(NEC2 を使用）を用いて求める[6][24][55]。窓ガラスの比誘電率は１とする。
　なお、座標軸は図4-1上部矢印で示すように、フロント方向がY軸、鉛直方向がZ軸、
車軸と同方向がX 軸である。

4.2.4 4.2.4 4.2.4 4.2.4 4.2.4 アンテナ放射特性アンテナ放射特性アンテナ放射特性アンテナ放射特性アンテナ放射特性
4.2.4.1  ピラー活用形アンテナ
　モノポールを図4-1に示すアンテナ位置に貼付し、ピラーとの間を給電口とするアン
テナについて、右側アンテナのみの放射指向特性計算結果を図4-2 に示す。車体のピ
ラーをアンテナ地板として活用するので形状的には非対称となり、放射指向特性も対称
性は全くない。水平面内放射指向特性を表す図4-2(a)において、１点鎖線が水平偏波
特性、点線が垂直偏波特性で、実線が双方のベクトル和による総合特性である。
　また、垂直面内の放射指向特性を表す図4-2(b)ではＹ軸上における両偏波総合の特

図4-3　アンテナ位置特性

(a) ピラー幅特性

(b) 天盤端離隔特性
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性を示しており、モノポールの取り付け位置として図4-1に示すように、リアウインドウ
の上部(Ant.R)、中間(Ant.1)、下部(Ant.2)とした場合をそれぞれ実線、破線､点線で表し
ている。アンテナが中間部や下部にある場合は、主ローブが上方向を向くため、水平面
内のアンテナ利得を確保するためには、モノポールをリアウインドウの上部に付けるべ
きことを示している。（図4-2(b)では、Topはst=0.06λp、Middleは窓中間、Bottomは窓
下端からst=0.12λp上方にモノポールを設置したとして計算）
　ところで、車体ピラーを地板に利用するアンテナ構成ではそのピラーの幅が放射指向
特性に関係する。ピラーの幅に対するアンテナ利得特性と主ローブに対する半値幅特性
が図4-3(a)で、横軸はピラーの水平方向幅(wp)を波数で示している。
　図4-3(a)では、ピラーの幅が広くなれば主ローブ半値幅も拡がっているが、これは
地板としてのピラーに流れる電流の方向が関係している。すなわち、その幅が広くなれ
ば水平方向に流れる電流が増加して、水平面内放射指向特性に寄与するためである。ピ
ラー幅が狭い場合、電流はピラー方向に流れ、主ローブの水平面指向特性には大きく寄
与していない。
　一方、モノポールを窓上部に付けるので、車体天井の天盤の影響も考慮する必要があ
る。モノポールと天盤端との間隔に対する、アンテナ利得及び主ローブ半値幅の特性が
図4-3(b)である。モノポールと天盤端との間隙が広がれば主ローブ半値幅は少し広が
る傾向を示すが、更に下げれば、半値幅は狭くなる。これは主ローブの方向が上方を向
くようになるため、水平面内に対する半値幅も狭くなり、利得も低下することになる。
この事からも､モノポールは天盤端に近いほうが良い。

4.2.4.2　熱線の影響
　乗用車リアウインドウには除霜用の熱線がガラス面に貼り付けられている場合が多い。
熱線は多条に張り付けられるため、アンテナ近傍ではアンテナの放射指向特性に影響を
与える。前節で述べたアンテナ構成で熱線がある場合のワイヤグリッドモデルを図4-4
に、放射指向特性計算結果を図4-5(a)(b)に示す。図4-5(a)は、モノポールから0.18λp
斜め下方に水平な熱線があるとして、それ以下の熱線間隔は0.07λpである場合のアン
テナ水平面放射指向特性である。熱線が近接していれば、図4-2(a)の特性に比してアン

図4-4 熱線近接時構成のワイヤグリッドモデル
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テナ利得が低下し、また主ローブの半値幅も狭くなっていることが分かる。なお、主ロー
ブの利得最大方向が300°方向であるので、この方向における垂直面内放射指向特性を
図4-5(b)に示す。
　モノポールと熱線位置との間隔に対するアンテナ利得、及び主ローブ半値幅特性を
図4-6に示す。モノポールと熱線位置の間隔が広がるほど熱線の影響は低減して水平面の
利得及び主ローブの半値幅が広くなることを示している。なお、主ローブ半値幅特性で
st=0.1で上昇しているのは副ローブが主ローブに近接して現れたために見かけとしての
半値幅が広がったことによるものである。
　熱線群をモノポールの近くに配置すればアンテナの指向特性に影響を与えるが、熱線
の配線形状を変更することにより、利得及び主ローブの広角度化を確保することが可能
である。熱線配置構成を図4-7のような凸型配線にした場合、右側アンテナについての放
射指向特性計算結果は図4-8(a)(b)のとおりで、アンテナ利得を向上させることはできる。

図4-5　熱線近接時のアンテナ放射特性

(a) 水平面指向特性

(b)水平面300°方向の垂直面指向特性



97

図4-6 アンテナ・熱線間隔に対するアンテナ利得と半値幅特性

図4-7 熱線配置案のワイヤグリッドモデル

図4-7 熱線配置案のワイヤグリッドモデル

図4-8　熱線配置案におけるアンテナ放射特性

(a) 水平面指向特性
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すなわち運転席から見た後方視野において、除霜範囲が狭くならない範囲で、熱線とア
ンテナを配置することは可能である。

4.2.4.3 熱線活用形アンテナ
　前節までの放射指向特性計算結果は車体ピラーをモノポールアンテナの地板として利
用するアンテナの特性である。熱線は一般的には水平に配線されていることがほとんど
で、この形状を変更することは容易でないと思われる。そこで、車体ピラーを使用せず、
熱線群を地線に活用するアンテナ構成を検討する。この構成例を図4-9の上部に示す。モ
ノポールと熱線右端上部との間が給電口となる右側のアンテナ構成において、水平面放射
指向特性を図4-10(a)に示し、Ｙ軸上の垂直面放射指向特性を図4-10(b)の実線で示す。
図4-10(a)はトランクの天盤が短く（ワゴンタイプ等）、ピラー幅も細くした車体を想定
した計算結果である。この構成の場合、前方左方向に大きなローブが発生しており、広

図4-8　熱線配置案におけるアンテナ放射特性

(b)水平面300°方向の垂直面指向特性

図4-9 熱線活用形アンテナ構成のワイヤグリッドモデル
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範囲の受信が可能になることを示している。
　本アンテナにおいてフロント方向に放射ローブが出るのは、モノポールに流れる電流
の逆電流が熱線の縦方向の配電線を経由して水平方向熱線にも流れるが、縦方向を流れ
ることによる電流の位相遅れと、リアウインドウが後方に傾斜しているためのフロント
方向に対する放射電波の位相遅れにより、熱線放射電波がモノポールからの放射位相と
同相になる方向があることによる。

4.4.4.4 進行方向対策アンテナ
　リアウインドウにアンテナを取り付けた場合、車体の影響でフロント方向から到来す
る電波に対しては受信電圧が低下しやすい。この対策として、ダイポールアンテナをリ
アウインドウ中央部にただ追加するだけでは、熱線群があればその影響で放射ローブが

図4-10 熱線活用形アンテナ構成による放射指向特性

(a) 水平面指向特性

(b)熱線活用形アンテナとフロント方向対策アンテナの垂直面指向特性
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下方を向くため、そのアンテナの水平面内利得は低下する。そのため、放射ローブを上
方に持ち上げるために、熱線面に重畳して貼付する八木宇田アレー構成アンテナを提案
する（図4-9の中央部下方）。すなわちリアウインドウの下端から3/8波長程度のところ
で、熱線間の中間に放射器を配置し、反射器は1/4波長斜め下方に、導波器は1/4波長斜
め上方で熱線には電気的に接触しない位置に貼付する。この構成での水平面放射指向特
性の計算結果は図4-11のとおりで、フロント方向である90°方向にローブが発生してお
り、フロント方向からの電波受信にも適した特性であることを示している。このアンテ
ナにおける垂直面の放射指向特性は図4-10(b)の１点鎖線で示してあり、水平面の指向特
性と同様に90°方向にローブが出ており、アンテナ利得の改善が可能になることを表して
いる。

4.2.5 4.2.5 4.2.5 4.2.5 4.2.5 インピーダンス特性インピーダンス特性インピーダンス特性インピーダンス特性インピーダンス特性
　インピーダンスの傾向を調べるモデルとして、平板に1/4波長モノポールアンテナと逆

図4-11 進行方向対策アンテナの放射特性

図4-12 インピーダンス計算モデル
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図4-13 平板上モノポールアンテナ等のインピーダンスと電流分布

(b) セグメント毎の電流強度

(a) インピーダンス特性

Ｌアンテナを立てた場合の給電点インピーダンスについて、NEC2で計算させる場合のワ
イヤグリッドモデルを図4-12に示す。ここでは平板を3.3波長平方の大きさとして、そ
の中央部や周辺縁部、角部にモノポール及び逆Ｌ形アンテナを取り付けた場合について、
インピーダンス及び給電点周辺の電流について検討する。
　平板中央にモノポールアンテナを設置した場合のインピーダンスは52.3+j35.1Ωであ
るが（図4-13(a)の中央部●点）、平板縁部や、角部にアンテナを取り付けるとインピー
ダンスは高くなる。（図4-13(a)の右部■▲点）　逆L形アンテナについては、中央部では
インピーダンスは低下するが（図4-13(a)の左部●〇点）、周辺縁部や角部ではインピー
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ダンスの低下量は少なくなる（図4-13(a)の左部■□や▲△点）。この様子を示す電流分
布が図4-13(b)で、座標軸としてのX軸方向は逆L形アンテナと同一方向であり、モノポー
ル及び逆L形アンテナが接続されたワイヤグリッド上の電流を表している（原点が放射素
子の接続点）。図4-13(b)で、図上部が逆L形アンテナの特性、下部がモノポールアンテ
ナの電流特性である。
　逆Ｌ形アンテナについては接続場所により明確な差異が出ている。逆Ｌ形アンテナを
平板縁部や角部に取り付けた場合には、逆相電流は縁上近傍や角部だけに生じるので、平
板中央の逆L形アンテナに比べて全体の電流量は少なくなり、その結果インピーダンス低
下の程度も少なくなる（図4-13(a)の左部■□や▲△点）。なお、図中●■▲印は平板と
逆Ｌ形アンテナとの間隔が0.04λpの場合を、〇□△印は0.06λpの場合を表しており、
平板に近接する方がインピーダンスが低くなることを示している。
　一方、平板縁端部に幅の狭い側板（幅は半波長以下）を図4-12に示すように垂直に接
続して、その側板上部に図4-12に示すようにモノポールを取り付けた場合のインピーダ
ンス特性が図4-14である。側板の傾きや面の傾斜、あるいはモノポールの平板に対する
角度により、インピーダンスが変わる。側板の形態は図4-12に示すとおりで、図4-14に
おいてVerticalは側板が垂直の場合、θp=45°とは図4-12において側板を45°平板から
離れる方向に傾向けた状態（Tilt）の場合で、この時モノポールと平板端との間隔は√２
倍になるので、インピーダンスが高くなっている（図4-14の●点→▲点）。
　図中表示で、θp=45°φp=27°は、更に側板面を勾配２の傾斜を持たせた場合(Tilt &
Slope)の特性を、θp=45°φp=27°φa=11°は、更にモノポールを平板縁の平行線から2/10
の傾きで外側に向けた場合の特性で、順次インピーダンスが高くなる傾向にある。
　また、平板とアンテナの間隔が広がってもインピーダンスは高くなる。（図4-14の●■
▲印はモノポールの取り付け高さが平板より0.04λpが低い場合を、〇□△印は0.08λp

図 4-14 モノモールの側板接続時インピーダンス
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高さが低いことを表している。
　ピラー活用アンテナ、熱線活用アンテナのインピーダンスについては、図4-13(a)に合
わせて示す。500MHzにおける図14-2(a)のピラー活用形アンテナが図4-13(a)の★印点で
あり、図4-10(a)の熱線活用形アンテナが図4-13(a)の◎印点で、前述平板モデルでの検
討のようにインピーダンスは高くなる傾向にある。

4.2.5 4.2.5 4.2.5 4.2.5 4.2.5 路上実測特性路上実測特性路上実測特性路上実測特性路上実測特性
4.2.5.1 アンテナ指向特性
　送信局を見通せる路上において、乗用車（リアウインドウガラスとして傾斜角を有す
るワゴン車）に図4-9のAnt.R,Lのアンテナを取り付けた場合の、送信局方向と車両の方
向との角度に対する受信電圧実測特性を図4-15に示す。生駒山送信局からの地上デジタ
ルテレビ放送波(24ch)を直接波が常に受信できる状態で測定し、測定値としてはマルチ
パスの影響を顕在化させないために移動測定して平均化し、短区間平均値として求めた
ものである。（注3）
　測定特性の基準とするため、図4-15では半波長ダイポールアンテナを熱線が貼付され
ている状態でリアウインドウ上部中央（熱線群の上部）に設置し、半波長ダイポールアンテ
ナの特性測定と全く同一条件で提案アンテナの特性を測定した。
 また、図4-16での半波長ダイポールアンテナ位置はリアウインドウ下部中央で熱線線条

図4-15　熱線活用形アンテナ特性測定結果

注３　測定は周辺建物からの反射波の影響を避けるため、住宅地造成直後で周辺は住宅が未建築の
住宅地内路上で行った。測定値は15°毎に約10m走行で受信した受信電界変動特性約350データか
ら平均値を求め、その複数回の平均値として求めたものである。
場所：生駒市西白庭台２丁目　　測定器：ハンドヘルドスペクトラムアナライザを０掃引で使用　
　使用自動車：ワンボックスカー　車長4.6m,車幅1.7m,車高1.8m
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の中間位置である（図4-9の図中Radiator表示）。図4-15,16の○印が半波長ダイポール
アンテナの特性で、●印が検討したアンテナ構成（熱線活用形アンテナ及び八木宇田ア
レー構成アンテナ）の特性であり、半径方向軸目盛は半波長ダイポールアンテナが受信
した最大値を０dBとした。図4-15,16の○印特性からも明らかなように、リアウインド
ウ中央部の半波長ダイポールアンテナの実測特性は単方向性で後方の受信に適する特性で
あり、車両走行軸(Y軸、図では90-270°の軸）に対して概ね対称な指向特性が得られた。
　一方検討したアンテナ（熱線活用形アンテナ、図4-15●印）の特性は、単方向性では
なく広い指向特性を有している上、利得も基準としたダイポールアンテナより高い値で
あった。計算特性を示す図4-10(a)の特性に類似したフロント方向に放射ローブが出てお
り、移動体受信としてフロント方向受信ができる特性であることが確認できた。
　図4-16は、基準とした下部半波長ダイポールアンテナはそのままの状態にし、1/4波
長間隔で斜め下方には反射器を、斜め上部には導波器を２本追加した場合の同様の測定
による特性である（図4-9図中Yagi-Uda array)。すべての方向に対して利得向上が図れ
ており（全周に対するdB平均値では4.9dB改善）、加えて図4-10(b)の計算特性にあるフ
ロント方向の90°方向で発生しているローブが確認できた。

4.2.5.2 受信電圧特性
　提案アンテナ（熱線活用形アンテナ）と半波長ダイポールアンテナを乗用車に貼付し
た状態で、住宅地内を走行した場合の受信電圧累積分布特性を図4-17に示す。走行場所
は前述測定場所の近傍ではあるが、一般住宅が道路に面して建てられている住宅地内道
路（路幅10m)で、送信所を見通せる確率は少なく、回折波が多いと推定できる道路であ
る。

図4-16　フロント方向対策アンテナ特性測定結果
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　図4-17の横軸は半波長ダイポールアンテナによる受信電圧のdB平均値を０dBとした
値で、破線が半波長ダイポールアンテナの特性で、点線と１点鎖線が左右の熱線活用形
アンテナによる受信電圧の累積分布特性である。
　この図からも明らかなように、熱線活用アンテナでは半波長ダイポールアンテナより、
実測値でdB中央値として2.5dB以上高かった。（図4-17の各アンテナ50%値の差）

4.2.6 4.2.6 4.2.6 4.2.6 4.2.6 まとめまとめまとめまとめまとめ
　地上デジタルテレビ放送を乗用車内で受信するためのアンテナとして、除霜用熱線と
組み合わせた簡易な線状アンテナの構成、及び進行方向対策アンテナ構成を検討し、そ
れらのアンテナを乗用車に取り付けた場合の放射指向特性を計算で求めるとともに、そ
れらのアンテナを乗用車に貼付した場合の特性を実測して、計算値に近い特性であるこ
とを確認した。
　熱線をモノポールアンテナのグランドワイアに活用するアンテナ構成については、リ
アウインドウ中央上部貼付の半波長ダイポールに比して実測中央値で2.5dB以上高く受信
できており、このアンテナ構成が有効であることを示した。進行方向対策アンテナにつ
いては進行方向にローブ発生が確認できたこと、全周にわたりダイポールアンテナより
約５dB利得が改善できていることを確認した。

図4-17　受信電圧の累積分布特性



106

４４４４４ ..... ３３３３３     ダイバーシチ受信方法とその特性ダイバーシチ受信方法とその特性ダイバーシチ受信方法とその特性ダイバーシチ受信方法とその特性ダイバーシチ受信方法とその特性

4.3.1 4.3.1 4.3.1 4.3.1 4.3.1 はじめにはじめにはじめにはじめにはじめに
　　　　　乗用車で路上走行した場合の受信電界の状態はマルチパス環境下受信そのもので、時
間的･場所的に大きな変動をしている。そのため、地上デジタルテレビ放送波を安定に受
信するためにはダイバーシチ受信方式の適用は不可欠である。そこで、前節で提案した
アンテナを組み合わせてダイバーシティ受信を行う場合の特性について検討する。
　テレビ送信局の方向は、走行する乗用車の方向とは無関係であることを想定しなけれ
ばならないことから、アンテナの放射指向特性としては広範囲な方向に対して受信でき
るアンテナであることが好ましい。そのため、広範囲な指向特性になる熱線活用形アン
テナを２面配置したアンテナ構成によるダイバーシチ受信の場合の受信特性を計算機シ
ミュレーションにより求める。そして、進行方向の受信特性を改善するために、更に進
行方向対策アンテナも含めた３面構成のダイバーシチ構成について、その効果を同様に
シミュレーションにより求める。その結果から、車体による遮蔽効果を軽減でき、フロ
ント方向の受信電圧低下を改善することが可能で、車両内組み込みアンテナとして有効
であることを示す。

4.3.2 4.3.2 4.3.2 4.3.2 4.3.2 ダイバーシチの構成と計算方法ダイバーシチの構成と計算方法ダイバーシチの構成と計算方法ダイバーシチの構成と計算方法ダイバーシチの構成と計算方法
　送信局を直接見通せる道路を走行する機会は少なく､直接波のみが受信される状態は非
常に少ない。走行中は回折波や周辺建物による散乱波を受信することになり、受信電圧
はレイリーフェージング的な変動をする。又車体の影響を含むアンテナ指向特性が等方
向性でないため、受信しにくい方向の走行では連続的な受信電圧低下を起こすことにも
なる。そのため、アンテナの放射指向性としては広範囲な特性を有するアンテナが好ま
しく、かつそのアンテナを複数配置して合成させるダイバーシチが有効である。
　ここで提案した、熱線活用形アンテナはリアウインドに貼付するものの、進行斜め前
方にも放射特性を有しており、車載型アンテナとして適しているので、このアンテナを
リアウインドウの左右両端に配置し、その２面のアンテナでダイバーシチ構成をとるこ
とにする。（図4-9の図中Ant.R,Ant.L）
　ただ、左右２面では車両進行方向からの電波に対しては十分ではないので、車両進行
方向対策アンテナを更に付加して３面合成にした場合の特性についても計算することに
する。（図4-9の図中Yagi-Uda array を追加)
 ところで、ダイバーシチ効果の計算機シミュレーションを行う場合、受信される電波の
素の波としては、全くの散乱波のみの環境とはせず、支配的な到来波群（主波群）と散
乱波の合成とする。ここで、主波群は水平面内での到来方向に対して±15°の範囲に５波
があるとしその位相はランダムとする。また、偏波は垂直軸から標準偏差で30°の正規分
布しているとする。
　散乱波については、全周（360°）から16波が到来するとし、その振幅は電力合成結果
で主波群より10dB低い振幅であるとする。また、個々の散乱波の偏波方向は垂直方向か
ら水平方向まで一様に分布しているとする。
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　一方、ダイバーシチ特性比較の基準とするため、半波長ダイポール２面をリアウイン
ドウの車両軸中央から左右に0.7λ離隔した位置で、天盤端からは0.1λ斜め下方に配置
し、その場合について同一のシミュレーションを行う。
　シミュレションでは、それぞれのアンテナでの受信電圧計算値を 5000回計算し、低い
値の側から累積分布を求め、10％（500番目）の値（累積10%値と記述）及び中央値をに
対する受信電圧を求める。ここでは、選択合成ダイバーシチ方式で計算する。[10]
　　　　　
4.3.3 4.3.3 4.3.3 4.3.3 4.3.3 ダイバーシチ特性ダイバーシチ特性ダイバーシチ特性ダイバーシチ特性ダイバーシチ特性
(1)熱線活用形アンテナのみの構成
　熱線活用形アンテナを車両軸に対称で左右２面配置した場合（放射指向特性は図 4-
10(a)）と半波長ダイポールアンテナとのダイバーシチ効果比較について、その受信特
性を到来方向に対する特性として図4-18 に示す。ここで、円周方向は想定する電波到
来方向であり、車両の進行前方向は90°方向、後退方向は270°方向である。また、半
径方向はダイバーシチ合成後の受信電力を表しており、０dB は基準とした半波長ダイ
ポールアンテナ２面によるダイバーシチ合成後の中央値（累積50%値）である。
　ここで、半波長ダイポールアンテナ２面によるダイバーシチ合成後の受信特性で、累
積10%値を点線で、累積50%値を灰色１点鎖線で示しており（図中 Dipoleと表記）、熱
線活用形アンテナ２面による特性は、累積10%値を破線で、中央値を黒色１点鎖線で示
している（図中 Proposedと表記）。
　半波長ダイポールアンテナ２面の構成では車両後方から到来する電波に対してのみ受

図4-18　熱線活用アンテナと半波長ダイポールとの
ダイバーシチ受信後の受信電圧比較
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図4-19　熱線活用アンテナとフロント方向対策アンテナの
　　　　組み合わせでのダイバーシチ受信後の受信電圧

信しやすい特性を示すが、車両の前半分の方向に対しては受信しにくい特性である。こ
れに対して熱線活用形アンテナ２面のダイバーシチでは、車両前方の方向に対しても
±90°以上の範囲からの電波に対して、半波長ダイポールアンテナによるダイバーシチ特
性より３～５dB高く受信できることを示している。
　なお、熱線活用形アンテナ２面による選択合成ダイバーシチ受信後の実測累積分布特
性は図4-17の実線のとおりで、半波長ダイポールアンテナの単一受信に対してダイバー
シチ受信では累積10% 値で6.8dB の改善があった。

(2) フロント方向対策アンテナ付加特性
　前(1)項の場合に対して、更にフロント方向対策アンテナ（放射指向特性は図 4-11）
を付加して、３面アンテナに対する選択合成受信とした場合の特性を図4-19に示す。フ
ロント方向に対しては更に２dBの改善が図られ、全方向に対しては、１～２dBの改善
が図られている。

4.3.4 4.3.4 4.3.4 4.3.4 4.3.4 まとめまとめまとめまとめまとめ
　アンテナをリアウインドウに貼付した場合、車両進行方向に対しては車体の遮蔽効果
が大きいが、提案アンテナによるダイバーシチ構成にすることにより、通常構成の２面
の半波長ダイポールに対して、提案のアンテナ構成では車両前半分の領域に対して５dB
の改善効果が得られる。
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４４４４４ ..... ４４４４４     むすびむすびむすびむすびむすび

　地上デジタルテレビ放送を乗用車内で受信するためのアンテナとして、除霜用熱線と
組み合わせた簡易な線状アンテナの構成、及び進行方向対策アンテナ構成を提案し、そ
れらのアンテナを乗用車に取り付けた場合の放射指向特性を計算で求めるとともに、そ
れらのアンテナを乗用車に貼付した場合の特性を実測して、計算値に近い特性であるこ
とを確認した。
　熱線をモノポールアンテナのグランドワイアに活用するアンテナ構成については、リ
アウインドウ中央上部貼付の半波長ダイポールに比して実測中央値で2.5dB以上高く受
信できており、このアンテナ構成が有効であることを示した。進行方向対策アンテナに
ついては進行方向にローブ発生が確認できたこと、全周にわたりダイポールアンテナよ
り約５dB 利得が改善できていることを確認した。
　またダイバーシチ構成にした場合の計算機シミュレーション結果では、半波長ダイ
ポール利用ダイバーシチが後方の受信に適する特性であるのに対して、熱線活用形アン
テナのダイバーシチ構成では全周に対して受信できる指向特性になり、かつ進行方向対
策アンテナを付加すれば更に２dB の改善が得られ、広範囲の受信に適した特性である
ことを示した。
　すなわち、熱線活用形アンテナは簡単な構成であり放射指向特性が広範囲となるた
め、走行受信するアンテナとして良好な特性である。また、進行方向対策アンテナも前
方到来波には有効である。
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第５章　結　論第５章　結　論第５章　結　論第５章　結　論第５章　結　論

　本論文は、マルチパス環境下における伝搬特性の解析と、それに適したマイクロセル
システム用アンテナの開発、及び地上デジタルテレビ放送受信のための車載アンテナ研
究に関して取りまとめたものである。
　以下、本研究により得られた成果を総括する。

　第２章では、マルチパス環境下における伝搬特性について理論的に示すとともに、マ
イクロセルシステムで使用するアレーアンテナ構成系、及び車載アンテナ用近傍金属影
響評価に関して、アンテナ特性をモーメント法により解析し、マルチパス伝搬環境下で
の使用を考慮したアンテナに対する特性と設計定数の関係を示した。
　また、都市内におけるマイクロセルシステム受信特性に関して、モバイル機器からの
到来波の特性を測定した結果を示し、偏波は保存されず水平偏波成分が多くなることを
具体的に示した。併せて、ビル内におけるモバイル機器使用実態に即した環境での伝搬
特性測定結果から、ビル内に置いてはモバイル機器の使用者の影響が顕在化しないこと
を明らかにした。

　第３章では、Ｖ字形ダイバーシチアンテナについて、その構造、設計法からその放射
特性を解析し、アンテナ利得については、コリニアアンテナより傾斜方向で高利得にな
ることを示した。また、アンテナを傾斜させれば、傾斜面に直交する方向では水平偏波
利得があることになり、マルチパス伝搬環境下での使用においては、Ｖ字形にすること
によりダイバーシチ利得が向上して、コリニアアンテナより受信電界特性としても有効
であることを示した。
　加えて、マイクロセルシステムを傾斜地に展開する場合においては、通常のアンテナ
を使用した場合では、基地局の下方と上方とではエリア範囲に差異が生じてエリアが確
保できないので、そのような地域に対する最適アンテナ構成を提案した。そのアンテナ
について設計法を示し、試作アンテナによる実際の伝搬特性測定結果から、エリア構成
法における効率化が図れ、エリア確保が行えることを示した。
　また同様に、ビルに設置する場合に使用するビームチルトアンテナについて、ビル直
下の特性を改善するためのアンテナ構成法を提案した。その設計方法を示し、試作アン
テナによる実測結果から、ダイバーシチ構成にすることにより、ビル直下低電界領域に
おける受信電界を改善できることを示した。

　第４章では、乗用車で地上デジタルテレビ放送を受信するアンテナに関して、車体に
突起物を付けないために、リアウインドウのガラスへ貼付する形式のアンテナを提案し
た。リアウインドウには一般的には除草霜用熱線が取り付けられるので、その影響を考
慮した構成方法を示すとともに、車体の影響も含めてモーメント法によりアンテナ特性
を計算し、実際の車体に取り付けた場合の特性を測定して、その妥当性を示した。
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　また、マルチパス伝搬環境下の受信特性を、提案アンテナの組み合わせでダイバーシ
チ構成としてシミュレーションにより解析した。その結果、リアウインドウへの取り付
けのみでも、アンテナ指向特性においては車体の影響を軽減でき、乗用車内での地上デ
ジタルテレビ放送受信のためには走行方向には大きく影響されることなく有効であるこ
とを示した。

　以上の研究成果から、マイクロセルシステム用アンテナとしてその使用環境に適した
アンテナを容易に設計・使用でき、マルチパス伝搬環境下における効率的エリア設計に
貢献できるものと考えられる。
　また、マルチパス伝搬環境下そのものである、走行車両上のテレビ放送受信電界特性
に関し、乗用車内において安定した地上デジタルテレビ放送の受信に寄与できるものと
思われる。
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